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9. 地球科学部会報告 
 
9-1．はじめに 

20世紀の地球科学は，変動する地球の駆動力が地

球深部に蓄積された熱エネルギーの宇宙への放出と，

太陽エネルギーと月の潮汐力であることを明らかに

した．さらに，我々陸上生物は，電離圏やオゾン層

等からなる地球大気と強い地球磁場のバリアーによ

って，太陽紫外線や放射線帯粒子や宇宙線から守ら

れていることも解明されつつある．一方，急速な人

間圏の拡大によって，我々の活動が地球環境に大き

な影響を及ぼすようになり，それが局地的なものに

留まらず国境を越えた問題となっていることも顕在

化しつつある． 

人為的なものであるかどうかは別にして，地球シ

ステムの複雑な変動原理の徹底解明は，安全で安心

な21世紀の人類社会を構築する上で，避けて通れな

い緊急の課題である．地球環境変動は，歴史に学ぶ

までもなく，世界規模の民族大移動や紛争を引き起

こした根本原因であるが，個人や特定の国家だけが

逃れられるような性質の問題ではなく，人類は全て

運命共同体という宿命を持つ．その変動原理を解明

し，未来を予測し，対策を講じ，もし可能ならば制

御する努力は，先進国の義務である．特に，科学・

技術・経済立国を標榜する日本が世界に大きく貢献

する，またとない場でもある． 

本報告では，このような認識の下に，先ず地球シ

ステムの理解とは何を意味するかについて述べ，次

に地球科学的視点から見た地球観測の現状と課題を

まとめ，それに基づいて本部会としての重点課題を

列挙し，最後に在るべき推進体制について提言する． 

 

9-2．地球システムの理解 

9-2-1. 地球科学の目的と使命 

地球科学は，固体地球とそれを取り巻く大気・海

洋及び電離圏・磁気圏の現在の姿と変動のメカニズ

ムを理解し，その理解に基づいて太陽系の形成から

現在に至る地球・生命進化の過去の歴史を明らかに

するとともに，多圏複雑系としての地球の未来変動

予測を目的とした，人類社会にとって不可欠の学問

分野である． 

現在の地球科学が対象とする領域は，地殻・マン

トル・コアから成る固体圏，大気・海洋から成る流

体圏，様態変化の早い雪氷圏，固体圏と流体圏の境

界領域に広がる生命圏，更には中層大気，電離圏・

磁気圏から宇宙空間にまで及んでいる．またその研

究手法も，自然の多様性・複雑性を認識する調査・

観測，多様性・複雑性の中から普遍性を抽出する実

験・解析・理論，そして全体のシステムを統一的に

理解するためのモデリングやシミュレーションと多

岐に亘っている． 

このように時間的にも領域的にも手法的にも非

常に広範で多様な地球科学の研究を効果的に推進す

るためには，多圏複雑系としての地球の理解に基づ

く，専門諸分野を融合した総合的研究戦略が重要と

なってくる．実際，現在の地球科学は，固体圏から

電磁気圏までを相互に作用し合う一つの複合システ

ムとして捉え，太陽系の形成から現在に至る地球と

生命の共進化の歴史を一連の時間発展過程として捉

えることを可能にしつつある．一方，地球科学と人

間社会との関わりは，従来にも増して密接なものと

なりつつある．地震の発生や火山の噴火に関連した

自然災害科学・予測科学としての側面，地球の温暖

化や砂漠化，エルニーニョによる気候変動，或いは

オゾンクライシスといった環境科学としての側面な

どがその代表例である．人間社会に重大な影響を及

ぼすこれらの問題の究明は，地球科学に課された使

命でもあり，未だ不完全ではあるが，全地球規模で

の取り組みが既に始まっている． 

 

9-2-2. システムとしての地球 

人間活動の環境への影響が 20 世紀後半になると

特に顕在化してきたが，科学者が環境変動を見る空

間スケールも，局地から地域そしてグローバルへと

広がってきた．しかし，グローバルな地球システム

の理解に基づいて地域的或いは局地的な環境変動を

見直すという視点が十分でないため，地球環境問題

に個人の生活がどう拘わっているかが見えにくく，

問題の深刻さの認識を妨げている．一方，時間スケ

ールについて見ると，過去 100 年間の地球観測に重

点を置いた現在の地球環境研究は，様々な時間・空

間スケールで包括的に地球システムの挙動を理解し

ようとする視点に欠けている． 

地球は，いくつものサブシステムから構成される

複合システムである．地球システムは，地球外及び

地球内部からのエネルギーの流れにより駆動され，

各サブシステムの状態(環境)は，サブシステム間で

のエネルギー・物質循環により動的に維持されてい

る．システムの駆動力としてのエネルギーの流れや

サブシステム間のエネルギー・物質循環が何らかの

原因で乱されると，ある場合は，その変化を抑制す

る負のフィードバックが働き，システムは安定化す

る．しかし，変化を増幅させる正のフィードバック

が働く場合は，システムは不安定化し，サブシステ

ムの状態の著しい変化を引き起こす．そして時には，

連鎖的に別のサブシステムの変動を引き起こすこと

もある． 

擾乱が引き起こす状態の変化は，連続的とは限ら

ない．擾乱がある閾値を超えると，突然，ある状態

から別の状態への急激な遷移が起こる．それは地震，

火山などの自然災害に限らない．古気候記録やそれ

に基づく数値シミュレーションは，現在進行してい

る人為的環境擾乱により地球規模での急激な状態遷

移(気候モードジャンプ)が起こり得ること，また，

そうした急激な状態遷移は気温や氷河，降雪・降水

量の地理的分布パターンの劇的な変化を伴うことを
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示唆している．考古学的記録は，こうした気温や水

循環の地理的分布の急激な変化が，文明崩壊，都市

放棄につながったことを示している．一方，地質記

録は，今から5500万年前に，堆積物中のハイドレー

トの崩壊により，現在に匹敵する規模，速度での二

酸化炭素の放出が進み，急激な地球温暖化が引き起

こされたことを示している． 

 我々はまだ，地球システムを構成するサブシステ

ム間の相互作用やフィードバック過程のごく一端を

理解しているに過ぎない．その全容を理解するには，

古気候･古環境の復元を含む統合的な地球観測によ

りサブシステム間のあらゆる相互作用やフィードバ

ック過程を把握し，そのメカニズムを解明する必要

がある． 

 

9-2-3. 地球変動の予測可能性 

 地球の進化の歴史は偶然と必然の産物である．地

球が実際に辿ってきた進化の歴史は，過去の地球変

動を記録した地質データの収集・解析により復元す

ることができる．その時間分解能は，観測・分析機

器の革新的進歩によって，飛躍的に向上している．

一方，物理モデルに基づく地球システムの時間発展

シミュレーションにより，様々な状況下での仮想的

な地球史を再現することができるようになってきた．

地質・地球物理データから復元された実際の地球史

と，計算機シミュレーションによる仮想の地球史を

比較することにより，地球史上の大規模変動の偶然

性と必然性の検証と地球システムの安定性／不安定

性を支配する要因の特定が可能となる．こうした地

球システムの安定性／不安定性の検証の上に立って

初めて，支配法則や時空間スケールが桁違いに異な

る諸過程が複雑に絡み合う地球システムの変動の予

測可能性が明らかになる． 

 こうした視点に立って地球システムの進化の歴史

と変動のメカニズムを明らかにし，未来の変動を予

測するためには，フィールド調査・観測，リモート

センシング，室内実験からモデリング・シミュレー

ションまで，多様な研究手法を総動員する必要があ

る．地球を一つのシステムとして総合的に理解し，

その未来変動の定量的予測を通じて人類社会存続の

ための将来設計に貢献することは，地球科学に課せ

られた基本的使命である． 

 

9-3．地球科学観測の現状と課題 

9-3-1. 外部起源の地球システムの変動 

 地球システムの外部起源駆動力である太陽からの

エネルギーの内，地球表層環境システムへ直接届く

可視光の時間変動は比較的小さいが，成層圏オゾン

に吸収される紫外線や，超高層大気を電離する極端

紫外線や X 線の変動は極めて大きいことが分かって

きた．これらの広い波長域の変動と対流圏から超高

層大気までの大気間結合を考慮した場合，従来未解

明であった太陽放射変動と地表付近の気温変動が定

量的に説明できるかは，気候変動の解明するために

極めて重要である． 

 一方太陽から放出される荷電粒子も地球システム，

特にジオスペース(超高層大気，電離圏，磁気圏とい

う地球周辺空間)に多大な影響を与える．太陽表面で

フレアー等が発生すると，高エネルギーの荷電粒子

や巨大なプラズマ雲が放出される．これらが地球に

到達すると，磁気嵐のような大規模な擾乱現象を引

き起こす．地球システムの外縁部を成すジオスペー

スに到達したこれら荷電粒子群は，地球固有磁場と

の複雑な相互作用の結果，著しい加速を受け，極域

において活発なオーロラ活動を生じるとともに，電

離圏や約 4～6 倍の地球半径の赤道面に巨大な電流

系を発達させ，一部の粒子は相対論的な高いエネル

ギーにまで加速される．これらの現象は時として衛

星運用や通信等の実用宇宙利用インフラ，地上の給

電等の社会基盤に甚大な被害を与える． 

 大気圏，水圏，雪氷圏，生物圏から成る地球の表

層環境システムの変動は，上記の太陽からの放射に

よる熱エネルギーの他，太陽̶ 月に起因する潮汐(力

学)エネルギーにも起因している．地球は，太陽から

短波として受ける熱エネルギーを長波の形で宇宙空

間に放出し，全体として熱平衡の状態にある．しか

し，水蒸気，二酸化炭素などの大気組成成分の温室

効果により，全球平均した地表の温度は，温室効果

を無視した場合の放射平衡温度(-18℃)よりも遙か

に高い状態に保たれている．実際の地球の平均的な

対流圏の温度分布は，相対湿度が一定に保たれると

仮定すれば，放射に対流の効果も考慮した平衡を考

えることで理解することができる． 

 緯度による違いを見ると，年間を通して低緯度で

は過剰な太陽エネルギーの供給を受け，高緯度では

過剰に宇宙空間に熱エネルギーを放出しているため，

これを補償すべく大気や海洋の循環が低緯度から高

緯度に熱を運んでいる．この循環の水平・鉛直構造

は，基本的には角運動量の保存則に支配されるが，

同時に比熱の大きく異なる陸地と海洋の分布にも強

く影響される．特に，南北半球における海陸分布の

偏在化は重要な要素である．大気の循環は海洋の表

層循環を駆動するが，一方で海洋の表層循環に伴う

海面水温分布は大気の循環に影響を及ぼす．海面水

温はその上空に生じる雲の放射特性にも影響する．

対流圏の温度分布は地域によって異なるのである．

海洋潮汐による鉛直混合は重力場にあって密度成層

をなす海洋にミクロスケールからの仕事をしている

と考えるならば，海洋は深層循環によってこの位置

エネルギーを開放している側面もある．一般には極

域の冷却効果による対流が深層循環を駆動すると考

えられているが，最近の知見は，これが必ずしも妥

当ではないことを示している．例えば，2000年程度

の周期の気候変動に関係づけて世界海洋を巡る深層

循環の描像がよく使われるが，これは海洋化学の断

片的な結果を繋げたものであって，風によって駆動

されることが明らかなインドネシア通過流の部分な

どは明らかに問題があろう． 
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 地軸の傾きは太陽からの熱エネルギーの供給の緯

度分布に季節変化を与えているが，これは水の相変

化による潜熱の放出を伴う大気̶ 海洋結合システム

の正のフィードバック機構により増幅され，大気海

洋の循環に強い季節性をもたらす．海洋や海氷，氷

床の熱容量は大きく，この季節性は単年度では解消

せず残差として残るために，これを解消すべく大気

海洋システムに経年変動やより長期の変動が生まれ

る．よく知られているエルニーニョは，赤道域太平

洋に過剰に蓄積された熱を大気や中緯度海洋に解放

する経年変動のメカニズムということができるであ

ろう． 

 

(a) 太陽によるジオスペース環境の変動 

 地球環境をより正確に予測するためには，太陽か

らのエネルギー(放射と粒子)や宇宙線が地球表層付

近の大気に与える影響を定量的に評価する必要があ

る．そのためには，太陽起源・人為起源・地球自然

起源の三者間の相互作用を解明し，各起源の影響を

定量的に評価しなければならない． 

  太陽からの放射エネルギー強度自体は 11 年の

太陽活動周期やそれより長い周期で変動しているこ

とが知られている．しかし地球表層へ直接届く可視

光の時間変動は比較的小さく，その変動だけで地球

表層の気温などの大気変動を量的に説明できるかに

ついては否定的な見方が多い．一方，成層圏オゾン

に吸収される紫外線や，80km以上の超高層大気を電

離して電離圏を生成している極端紫外線や X 線の変

動は大変大きく，数 10 %から 100 %以上にもなるこ

とが衛星観測により分かってきた．これらの可視光

から X 線までの変動に対する対流圏，成層圏から超

高層大気までの複合領域の応答及び大気間結合(領

域間での物質やエネルギーの移動・循環)を考慮した

場合，太陽放射変動が地表付近の気温変動を定量的

に説明できるかどうかは，過去の気候変動の解明や

将来の気候変動予測上基本的かつ重要である．これ

に加えて，太陽磁場と地球磁場が弱くなると(強くな

ると)地球へ侵入しやすく(しににく)なる宇宙線が，

雲の生成ひいては気候変動に関わる可能性も指摘さ

れており，相関関係や因果関係の有無について評価

することは極めて重要である．これらの解明のため

には，太陽放射の観測，地表から超高層にいたる各

領域でのグローバルかつ長期的な観測を基にモデリ

ング・シミュレーションも駆使して因果関係の解明

を行うことが必須である． 

 また，過去数千年から数万年の時間スケールで地

球環境が変動してきているので，太陽活動に対する

地球表層付近の大気の応答や気候変動の因果関係を，

様々な時間スケールで定量的に評価することが重要

である．湖底掘削データなどの古環境データから得

られる，地球磁場の逆転や極端な減少との関連も考

慮しつつ，人為起源の影響が無い環境下で生成され

たアイスコアーや年輪の解析から，過去の太陽変動

や火山噴火等の地球自然起源の変化と，大気変動の

関係を明らかにすることが可能となる． 

 一方，地球システムから地球外部へのエネルギー

と物質の流出も同様に重要である．下層大気から超

高層大気へ，大気重力波や潮汐として運動エネルギ

ーが放出されており，また，スプライトと呼ばれる

積乱雲から高度 80km 付近への放電現象によって電

磁気的なエネルギーの放出も起こっている．さらに

極域電離圏からは大量のイオンが宇宙空間に散逸し

ていることも分かってきている．このような地球表

層環境システムから地球システム最外部までの間の

エネルギーと物質の輸送は，従来の観測手法では測

定が難しい事から，今後解明すべき課題である． 

 一方，太陽から放出される荷電粒子は地球システ

ム，特に地球システムの外縁部「ジオスペース」に

決定的な影響を与える．この領域の科学である太陽

地球系物理学はIGY以降1991年より5年間にわたっ

て実施された太陽地球系エネルギー国際協同研究計

画(STEP)まで，地上観測，ロケット・科学衛星観測

を通じて進展してきた．我が国では独自の手法やア

イデアを活かした南極観測，北極観測，共役点観測，

地上レーダー観測，地上観測点群観測やロケットや

あけぼの衛星，ジオテイル衛星，ようこう衛星をは

じめとする科学衛星を用いた飛翔体観測を発展させ，

ジオスペース環境に関する基礎科学としての理解は

深まりつつある． 

 磁気嵐は様々な物理機構を経て，地球をドーナツ

状に取り巻く放射線帯の粒子分布や超高層大気の組

成・構造を激変させる．放射線帯は，近年従来の予

測に反して放射線量が激しく変動し，極めて高いエ

ネルギーの粒子の生成を起きる等，物理的見地から

大きな注目を集めている．さらに社会的には，大き

な磁気嵐は気象衛星や通信衛星，測地衛星，地球観

測衛星などの障害を引き起こし，宇宙飛行士や航空

機搭乗員の被爆量増加や地上の停電の原因となる可

能性がある．更に衛星－ 地上間の電波伝搬の経路で

ある電離圏の激しい変動を引き起こし，GPS，VLBI

などを用いた衛星測位システムの使用不能，あるい

は測位精度の低下といった事態を引き起こす可能性

もあり，社会基盤を脅かすものである． 

 これらの現象の科学的な解明とともに，予測のた

めの方法の研究，観測網の設置が必要である．具体

的には，観測・理論両面から粒子加速が起こる放射

線帯で広いエネルギー帯を網羅する荷電粒子，電

場・磁場，プラズマ波動の総合観測を実現すること

が必要不可欠である．また，プラズマ波動と電磁場

を地上から多点で観測できる，地磁気・電波観測ネ

ットワークやレーダー観測が必要とされている．ま

た日本が主体となりアジア・オセアニア域での観測

に先導的な役割を果たすことも，この地域の社会基

盤の安定した発展のための重要な課題である． 

  これらの太陽と地球周辺空間(ジオスペース)が

地球システム全体に与える影響は太陽地球系科学に

おいても中心的な課題で，その解明のために国際共

同観測計画 CAWSES (Climate And Weather of the 
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Sun-Earth system:太陽地球系の気候と天気)が開始

された． 

 

(b) 冷源としての極域の変動 

 太陽の入射角度が大きい極域では，日射の吸収量

よりも宇宙空間への赤外放射量の方が多いため，地

球放射収支はマイナスとなる．その結果，極域は大

気と海洋の冷源域となり，放射収支がプラスとなる

低緯度の熱源域と間で，エネルギーバランスを解消

するように大規模な循環が生じる．さらに極域は，

氷床，氷河，海氷，積雪など反射率(アルベード)の

高い雪氷圏の存在により，冷源の効果が強化されて

いる．地球温暖化が進行すると，海氷や積雪域が融

解し，アルベードの低い開水面や陸面が露出するた

め，アルベード・フィードバックによりその減少は

急激に進むと考えられる．過去数十年，地球上で最

も顕著な温暖化が進行している北極域では，北極振

動と極渦の盛衰に関連し暖かな北大西洋水の流入に

よる北極海の海氷の減少がアルベード・フィードバ

ックを引き起こしているとの考えが有力である． 

 北極海が南極周辺の海域と大きく異なる点は，海

洋成層構造にある．北極海では，混合層の下には冷

たい塩分躍層が存在し，また冷たい塩分躍層の下に

は，大西洋起源の高温・高塩の大西洋水が存在する．

すなわち，北極海は熱的に不安定成層状態になって

いる．このため，冷たい塩分躍層が消滅すると深い

対流により暖かな大西洋水が湧昇し，海氷が著しく

減少し，大規模な気候変化を引き起こす可能性があ

る． 

 極域海洋が地球規模の気候に及ぼす役割は，熱塩

循環で形成される北大西洋深層水や南極底層水が

2000年で地球を巡る「海洋ベルトコンベア」を駆動

することである．しかし，極域の海洋で起っている

熱塩循環は，北極海ではユーラシア大陸や北米大陸

の大河からの淡水供給，南極海では氷床からの淡水

供給により，大きな影響を受ける事になる．極域の

大気-雪氷-海洋システムの変化は，海洋の熱塩循環

と海洋のベルトコンベアの消長を通じ，地球規模の

気候変化に大きな役割を果たす． 

 極域海洋は，温室効果ガスである二酸化炭素の循

環では，吸収源として重要な役割を果たしている．

この吸収プロセスとして，冷たい海水による二酸化

炭素の溶解度の増加による「溶解ポンプ」，熱塩循環

に伴う栄養塩に富んだ深層水の湧昇により繁殖した

植物プランクトンが二酸化炭素を吸収することによ

る「生物ポンプ」や「アルカリポンプ」，「シリコン

仮説」などの諸プロセスが提案されている． 

 極域では，海氷下に付着する形でアイスアルジー

と呼ばれる藻類が夏季に大繁殖し，この高い一次生

産を食物連鎖の起点とした豊かな海洋生態系をつく

り出している．アイスアルジー起源の植物プランク

トンは，海水中の硫酸イオンを取り込み，体内で有

機硫黄化合物である硫化ジメチルに還元される．生

理作用で排出された DMS は難溶性かつ揮発性である

ため，大気へ放出されOHラジカルと反応し，メタン

スルホン酸(MSA)，さらに硫酸に酸化される．大気中

に放出された MSA や硫酸はエアロゾルとして，凝結

核として雲を形成し，気候を寒冷化するとの効果が

指摘されている． 

 極域の大気は，冬季に発達する極渦で特徴付けら

れる．この極渦は，下層から伝搬してくるプラネタ

リー波によりゆがめられ，特に北極域では突然昇温

と呼ばれる急激な気温上昇を伴う事がある．また，

下部成層圏では，発達した極渦の中で，低温下で形

成される極域成層圏雲(PSC)を触媒とした光化学反

応によりオゾンの破壊が進行するが，オゾンホール

は，極渦がより強く，より寒冷化する南極上空で顕

著に起る．寒冷化は，中間圏でも進んでおり，夏に

現れる極中間圏雲やPMSE(極域中間圏夏季エコー)の

発生頻度の永年変化が上昇傾向にあることは指摘さ

れて久しい．この極中間圏雲は，産業革命以降に出

現するようになったと考えられているため，地球気

候変動のカナリアとも言われる．しかし，このよう

な極域の成層圏と中間圏の気温は気候モデルでは再

現が難しく，大気大循環を駆動する極域での大気重

力波が重要な役割を果たしている可能性が強い．夏

極の中間圏界面(高度 95-100 km)での温度極小は，

下層から伝わる大気重力波運動量が砕波によって背

景東西風に移り，夏極から冬極に向かう南北循環を

生成することによるとされている しかし，このよ

うな重力波の中間圏大気循環への大きな役割につい

て極域での定量的検証は未だなされておらず，鉛直

成分を含む風の精密な観測が可能な大型大気レーダ

ーなどによりはじめて可能となる．また，夏季のPMSE

エコーの発生が北極に比べ南極のほうが少ないこと，

さらに冬季の極域中間圏界面は南極のほうが北極よ

りおよそ20℃程度低いことなど，南北両極での非対

称性が最近の観測で示唆されている これらが，南

北極域の重力波活動の差異による可能性も指摘され

ており，このようなバイポーラーの視点は極域から

気候変動の解明を探るのに欠くことができない．極

域の中間圏からさらに上側の熱圏でも寒冷化による

大気の収縮による電離層Ｆ層のピーク高度やオーロ

ラ発光高度などの沈下が見られ，また一方太陽活動

や地磁気の変化に起因する熱圏の変動が地球規模の

プラネタリー波を介して冬の極域成層圏循環に影響

するとの考えもあり，相互に繋がった極域中層・超

高層大気を複合システムとして捉え，解明してゆく

ことが不可欠である 

 南極には高度 3000 m を超える氷床が存在するた

め，下層大気は北極より低温になるとともに，特異

な大気の循環場が現れる．放射収支はほぼ年間を通

じて負となり，放射冷却により氷床上で冷やされた

空気塊は，重力の作用により斜面下降風となる．こ

の補償流として，対流圏上部では極に向かう風系が

卓越するとともに，安定した南極高気圧は氷床内陸

部の上空で下部成層圏からの沈降流を引き起こして

いる．こうした南極の特異な大気の循環場は，物質
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循環を理解する上で重要である． 

 南半球高緯度では，数年周期の環状の気候モード

である南極振動が見られる．特に南極大陸は高緯度

に孤立し，中緯度は平坦な海で囲まれていることか

ら，北極に比べより環状的となる．南半球の平均東

西風に亜熱帯ジェットが1つある状 態と2つある状

態との振動現象とも捉えられている． 

 北極振動は，冬季北半球の循環で卓越する変動パ

ターンで，北極域と中緯度の気圧のほぼ環状のシー

ソー的変動である．地表から，下部成層圏まで関連

する．高緯度ジェットの強さの変動でもあり，極渦

の強弱を表す変動とも言える．さらに，気温偏差と

も関係し，北極振動指数が正の時，ユーラシア大陸

北部を中心に高温偏差となり，日本の気候にも関連

すると言われている． 

 北半球高緯度における対流圏の循環場は，北太平

洋のアリューシャン低気圧と北大西洋のアイスラン

ド低気圧が重要な役割を果たしている．アリューシ

ャン低気圧とアイスランド低気圧とは，シーソー関

係にある．北太平洋上空の循環偏差をきっかけとし

て，その影響が上空の大規模な波動(ロスビー波)と

して北大西洋へ伝播して形成されるためと考えられ

ている．また，エルニーニョが東部熱帯太平洋に発

生すると，熱帯の対流活動域も中・東部太平洋域に

移動し，これにともない，北太平洋のアリューシャ

ン低気圧が強化される．また，エルニーニョモード

の時には，高気圧と低気圧の渦列の伝搬により，極

域にも異常気象が起る．このように，大気や海洋の

熱源域と冷源域は，テレコネクションで互いに作用

しあい，地球規模の気候形成に重要な役割を果たし

ていると考えられるが，未解明な課題が多い． 

 

(c) 熱源としての赤道域の変動 

 赤道域は，太陽から受ける放射エネルギーが宇宙

に放出されるエネルギーより大きい地域で，熱源域

として大気や海洋を駆動し，地球規模の気候形成に

大きな役割を果たしている．赤道域では，貿易風や

赤道海流などの影響で暖水の偏りが生じる．熱帯西

太平洋海域では，地球上最も高温の暖水プールが形

成される．この暖水プールが数年周期で通常より東

に移動するのがエルニーニョ現象で，エルニーニョ

の時には，日本ばかりかテレコネクションにより極

域の異常気象も引き起こす．逆に，暖水プールが西

太平洋への偏りが強まる現象がラニーニャ現象であ

る．暖水プール上では，スーパー・クラウド・クラ

スタと呼ばれる巨大な積雲集団が作られ，その対流

活動は重力波や赤道波と呼ばれる大気波動により大

気上層に伝搬し，中層大気の大循環を引き起こす．

また，暖水プール海域では，強い西風バーストが吹

くことがあり，西風バーストがエルニーニョ現象の

引き金の一つの可能性が指摘されている．西太平洋

からインド洋東部の赤道海域では，発達した積雲対

流に伴う強い降水が海表面に薄い淡水層を作るが，

この淡水レンズ作用は，さらに海水温を高め，積雲

対流をさらに発達させることになる． 

 また，インド洋にもエルニーニョと同じようなイ

ンド洋ダイポールモード現象と呼ばれる現象がある

ことが最近の研究で明らかになった．インド洋の赤

道海域では，通常時には西風が吹きの海面水温は東

西ほぼ一様であるが，ダイポールモード発生時には

東風が卓越し，赤道海域の暖水プールは西に移動し，

これに伴って対流の活動域が西も移動する．また，

インド洋東部では湧昇により海面水温が低下し，強

化された下降気流は，インドネシアでは降水量の減

少が森林火災を誘発し，また，インドでは下層大気

の南北循環の強化の結果として降水量の増加を引き

起こす．インド洋ダイポールモード現象は太平洋の

エルニーニョとは独立したインド洋の大気海洋現象

と考えられているが，主要なIODイベントの 多くは，

エルニーニョ南方振動のwarm phaseと同じ年に発生

しており，この二つは独立したモードではないとの

考えもある． 

 西太平洋赤道海域での暖かい海水は，太平洋西岸

を北上し，黒潮として日本沿岸を東進しながら，大

気に水・熱を放出するとともに，偏西風によって冷

却された海水は中層へと沈み込むか，黒潮に伴って

生じる中規模渦による鉛直混合の効果によって，亜

表層・中層水(亜熱帯モード水)を形成する．このよ

うに，熱帯海域の大気・海洋システムの変動特性の

理解は，極向きの熱塩循環，北太平洋中層水の形成

と二酸化炭素循環など，地球規模の気候変動に関連

する中・高緯度帯での多くの現象を理解する上で，

重要な貢献を果たすことが期待される．赤道海域の

海洋と大気のダイナミックな挙動は，地球規模の気

候形成に大きな影響を及ぼしているが，暖水プール

の変動機構，エルニーニョの発生機構，アジアモン

スーンの変動特性との関連，赤道海域における太平

洋とインド洋を結ぶインドネシア通過流の役割など

未解明な課題は多い． 

 

9-3-2. 内部起源の地球システムの変動 

固体地球の変動は，45億年前の地球形成時にコア

に蓄えられた熱エネルギーと地球内部に存在する放

射性元素の崩壊による熱エネルギーの地表への流れ

によって支配されている．地球内部の熱的非平衡状

態の結果として生ずる重力的不安定は，コアやマン

トルに対流運動を引き起こす．鉄を主成分とするコ

アの対流運動は数年から数十万年の時間スケールで

変動する地球磁場を作り出す．一方，数億年の時間

スケールを持つマントルの熱対流運動は，海嶺での

マントル物質の化学分化を経て地球表面を覆うプレ

ートを生成し，それらを水平方向に駆動する．固体

地球表層部で生起する地震・火山活動や造山運動な

どの地殻活動現象の殆どは，根源的には，年間わず

か数センチメートルの速さで相対運動するプレート

同士の相互作用に起因する．このように時間・空間

スケールの異なる物理・化学過程が複雑に相互作用

する固体地球システムの変動現象を統一的に理解す
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るためには，全地球から局域まで，様々なスケール

での多様な地球観測を継続的に展開する必要がある．

こうした観測から得られる地球システムについての

理解を予測のレベルにまで発展させ，自然災害の軽

減に向けた具体的施策の立案を通じて社会へ還元す

るには，観測データと理論モデルを統合した大規模

数値シミュレーションが不可欠である． 

 

(a) コアの対流運動と地球磁場変動 

地球の固有磁場は，地球中心部にあるコアの対流

運動によって生成，維持されている．この地球磁場

は惑星間空間まで広がり，地表にすむ生物にとって

有害な，太陽からの荷電粒子の流れ(太陽風)や高エ

ネルギーの銀河宇宙線等が地表に到達するのを妨げ

ている．地球磁場は永遠に存在するわけではなく，

遠い将来には，金星や火星と同様に消滅してしまう

と予想されている．また，過去の磁場変動の記録か

ら，磁場の主要成分である双極子磁場は現在のＮ極

とＳ極が反転する逆転現象を幾度となく繰り返して

きたこと，そして地磁気逆転の際には，磁場の強さ

は現在の10分の1以下に減少したことが知られてい

る．最近でも，磁場強度は19世紀半ば以降の150年

間に約10％減少しており，今後も地球磁場変動の観

測を継続して行っていく必要がある． 

地球磁場観測は数 100 年前から海洋での航海の必

要性から行われるようになったが，19世紀半ばには

世界各地に地磁気観測所が設置されて連続観測が開

始され，現在では数 100 箇所の観測所で地磁気の変

動を記録し続けている．これらの地磁気観測所のデ

ータは，磁場の変動を監視する役割に加えて，地球

磁場の起源の解明のために貴重な情報を与えてくれ

る．上記目的のためには，地磁気観測所を維持し，

150 年間のこれまでの磁場観測を継続して，さらに

長期の記録をとり続けることが必須である．しかし

一方で，人間活動の発展は人工的なノイズの急激な

増大を引き起こしており，地磁気観測の継続には困

難な状況が生じている．また，地磁気観測所は主に

陸地にあり，太平洋を中心とする海半球には殆ど存

在しないため，地球磁場の空間変動パターンを正確

に知ることができなかった．このような状況を改善

するため，1990年代後半には海半球ネットワーク計

画等により，太平洋域の海洋島に地磁気観測のため

の施設が設置されてきた．また海底に設置できる無

人の地球電磁気観測所の開発も行われ，現在は北太

平洋に 1 箇所設置されているが，将来的には太平洋

地域の海底に多くの海底観測所を設置することが望

ましく，そのためには太平洋を取り囲む国々の連

携・協力体制が必要となる． 

こうした地表での地球磁場観測を補うものとして，

全球的に均一な磁場観測を可能とする人工衛星観測

が有効である．磁場観測衛星としては，これまでも

MAGSAT,OERSTEDT 等があったが，人工衛星は短寿命

であるため，時間的にはスポット的な観測であり，

長期的な連続観測の目処は立っていない．これまで

は衛星観測の面での日本の寄与はなかったが，今後

は衛星による長期的な磁場観測を継続するために，

国際的な連携・協力体制の中で，日本による地磁気

観測衛星の打ち上げも必要となってくる． 

 地球磁場の逆転は，最近1000万年間を平均すると，

ほぼ20万年に1回の頻度で起こっている．最後の地

磁気逆転は80万年前であるから，統計的にはいつ起

こってもおかしくない時期になっている．計器観測

以前の磁場変動は，岩石に記憶された過去の磁場を

読みとる古地磁気学の手法を用いて調べられている．

特に連続的な磁場変動の様子を知る上では，海洋底

や湖底の堆積物による情報が有用である．これらの

調査は深海掘削計画等によって行われてきたが，近

代の計器磁場観測に比べると，時間的にも空間的に

も分解能の点で不十分な状況にある．堆積物からは

磁場変動と同時に気候変動に代表される表層環境の

変動についての情報も得ることができ，磁場変化と

気候変動の関係を明らかにするためにも有効である．

特に，近い将来起こる磁場逆転の際に，表層環境が

どのように変化するかを予測するためには，過去の

磁場逆転の際の記録を詳細に解析するとともに，堆

積物コアを系統的に取得・分析する国際的な連携・

協力体制を早急に整える必要がある． 

上に述べた地球磁場観測の充実と並行して，数値

シミュレーション研究を進展させることも，将来の

磁場変動とそれに伴う環境変動を予測するためには

必須である．日本においては，現在世界最速の計算

機である地球シミュレータが数年前から稼働し，こ

れまでにない解像度での地球ダイナモシミュレーシ

ョン研究が開始され，今後数年以内には磁場逆転の

メカニズム解明につながる成果が得られると期待さ

れる．しかし，複雑な地球磁場変動現象のシミュレ

ーション研究のためには，より高速で大容量の計算

機システムが必要となる． 

 

(b) マントル対流と地球内部変動 

 地震の発生や火山噴火を引き起こす直接の原因で

あるプレート運動は，マントル全体に及ぶ熱対流運

動の地球表層への現れにすぎない．このマントルの

熱対流運動の全貌を解明し，全地球規模から地域規

模までの様々な地球内部変動をマルチスケールの複

雑な相互作用の連鎖として理解し，地震・火山活動

や造山運動などの地殻活動の未来予測へとつなげて

いくことが，現在の固体地球科学の中心課題である．

直接見ることのできない地球内部の情報を得るため

には，地震学的・電磁気学的・測地学的なリモート

センシング手法を用いる必要がある．こうした手法

を用いることにより，現在，我々はマントルに沈み

込む海洋プレートや全地球的な火山活動を引き起こ

すマントルプルームの描像を得つつある．また，観

測から得られるこれらの情報と計算機シミュレーシ

ョンを融合することにより，地球史を通じたマント

ルの進化や大陸の生成・分裂・統合の過程を再現し，

プレート運動が駆動する大地震の発生や火山噴火の



 150

メカニズムを明らかにしつつある． 

 地球内部の情報を得る最も有効な手段である地震

観測に関しては，1896年に英国により第一世代の国

際的地震観測網が展開されて以来，1960年代に米国

によって全世界約 100 点に展開された本格的な国際

標準地震観測網(WWSSN; World Wide Standard 

Seismograph Network)を経て，現在は，米国・ヨー

ロッパ諸国・日本・オーストラリア等が国際協力の

もと維持しているグローバル地震観測網(GSN; 

Global Seismographic Network)へと発展してきた．

一方，測地観測に関しては，1957年の人工衛星打ち

上げ以来，精密な衛星重力探査が行われており，ジ

オイド異常のパターンからマントルの対流運動の様

子が明らかにされている．精密なジオイドの決定は，

衛星アルティメトリー観測で決定される海面高から

海洋の動態を推定する上でも欠かせないものとなっ

ている．近年の測地観測でもう一つ重要な点は，1990

年代の GPS/VLVI 等の宇宙観測技術の飛躍的発達に

より，従来は地質的時間スケールで推定されていた

プレートの運動が，ほぼリアルタイムで直接的に観

測されるようになったことである．また最近では，

地球表層の物質移動にともなう重力場の微弱な時間

変動を高精度・高頻度観測で捉えることを目的とし

た衛星観測も行われるようになってきた．例えば，

現在，欧米の双子衛星システム GRACE を用いて氷・

陸水等の水移動についての観測が行われているが，

微弱な重力変動は地震・火山活動や地殻変動によっ

ても引き起こされることを考えると，こうした高精

度の衛星重力観測は地球内部変動の理解にとっても

重要である． 

このような定常的グローバル観測網の展開に加え，

20 世紀最後の 20 年間のデータ解析手法の飛躍的な

進歩により，現在，我々は，地球内部の状態をマッ

ピングしてマントル対流のスナップショットを朧気

ながら手にすることができるようになった．しかし

ながら，安定的なグローバル観測点の絶対数の不足，

また，大部分の観測点が大陸または海洋島にあると

いう地域的偏りのため，得られたマントル対流のイ

メージは高々500km 程度の解像度しかなく，地震・

火山活動を地殻̶ マントル・システムのダイナミク

スの一過程として理解するにまだ不充分である． 

日本の研究者達は，こうした状況を打開すべく，

「海半球ネットワーク計画」や「全地球ダイナミク

ス計画」を通じて，世界最大のプレート沈み込み帯

である西太平洋域やスーパープルーム上昇域の南太

平洋に長期的な地球内部観測網を構築してきたが，

この観測網をさらに拡充・発展させていくことは，

日本の責務であるといえよう．特に，海半球計画に

よって培われた(機動／長期)海底観測技術は世界を

リードするものであり，地球内部観測の広大な空白

域である太平洋に，海底ケーブルなども利用しつつ

総合的地球観測網を構築し，21世紀の地球科学を日

本主導で推進していくことを可能にするものである． 

さらに，マントル対流の下降域にあたる西南太平

洋の海陸プレート境界を，マントル対流と地震・火

山活動の直接的相互作用の場として位置づけ，アジ

ア・オセアニア諸国と連携・協力しながら，地震，

火山，測地，電磁気等の広域的基盤観測研究を推進

していく必要がある．このような海陸プレートの境

界領域では，単純なプレートテクトニクス理論から

のずれが本質的に重要となるが，その詳細について

はまだ充分な理解は得られていない．広域的基盤観

測による詳細なマッピングは，地震火山国として長

年積み上げてきた日本の観測研究技術を生かし，各

地域における自然災害予測を通じて国際貢献を行う

という意味でも極めて重要である． 

こうして得られた膨大な観測データを効率的に解

析して有効な情報を抽出し，地球内部の変動現象を

モデル化するためには，地球シミュレータ等の超高

速計算機システムによる大規模シミュレーションが

不可欠である．将来的には，次世代の地球シミュレ

ータ(1ペタフロップス，1ペタバイトメモリ)を開発

することにより，物理・化学的性質の異なる地殻，

マントル，コアをサブシステムとする複合的な地球

内部変動シミュレーション・システムを構築し，全

地球規模のコア・マントル・プレート運動から日本

列島規模の地殻活動までを統一的且つ定量的に再現

することが可能となる． 

 

(c) 地震・火山活動の予測可能性 

1995年に発生した兵庫県南部地震による大災害を

教訓として日本列島域に整備された地震・地殻変動

の基盤観測網(HI-NET, K-NET, GEONET 等)は，高精

度・高感度な測器による均一かつ高密度な定常観測

が地球科学のブレイクスルーを生み出すという意味

において，地震・火山研究のみならず固体地球科学

全般に対し，大きなインパクトを与えた．一例を挙

げれば，マントル対流の地表への現れとしてのプレ

ート運動が引き起こす日本列島の時々刻々の地殻変

形が捉えられるようになり，海溝沿いのプレート境

界の巨大地震発生域の周辺では非地震性のゆっくり

とした断層すべりが進行していることが分かるなど，

地球科学的に第一級の研究成果が続々と得られてい

る． 

このように，現在日本列島域で行われている観測

研究は世界の最先端を行くものであるが，学術研究

レベルにとどまらず，地震・火山噴火の発生予測へ

の応用を目指した研究を強力に推進し，世界をリー

ドし続けるためには，既存の基盤観測網の拡充とと

もに，得られた膨大なデータの保存・解析・流通機

能を持つデータベース・センターを創設する必要が

ある．また，広域基盤観測によって新たに見いださ

れた現象の理解を更に深めるための集中的基盤観測

の実施，陸域に展開されている現在の基盤観測網を

プレート境界地震が発生する周辺海域にまで拡張す

る海底基盤観測網(地震・地殻変動)の整備とそれに

付随する新技術の開発に加え，基盤観測項目に必ず

しも含まれていない活動的火山の定常的監視のため
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の地震・測地観測網の集中展開及び 3 次元合成開口

レーダー観測(複数個の合成開口レーダー衛星シス

テムの運用による変位 3 成分観測)などの新技術の

導入等を積極的に推進する必要がある．火山噴火予

測という面からは，マントルから上昇してきたマグ

マの地殻内での蓄積過程や地表への移動に伴って起

こる様々な地球物理化学現象を高精度でその場観測

することも重要である．具体的には，活火山の中心

への深部掘削によるマグマ試料の採取と掘削坑を利

用したその場観測を行うことによって，地下で進行

するマグマ過程を直接的に捉えることが可能となる．

また，人工衛星や航空機を用いてマグマの上昇や火

山噴火に伴う地殻変動・熱異常を面的に精度よく把

握することも重要である． 

こうした基盤観測基づく理解を予測のレベルまで

発展させるには，地震活動や地殻変動などの観測に

基づいて現在の地殻の歪み／応力状態をリアルタイ

ムで把握し，将来の大地震の発生とそれに至る一連

のプロセスを定量的に逐次予測するためのシミュレ

ーション・システムを開発する必要がある．このシ

ミュレーション・システムは，膨大な観測データと

高度な理論モデル計算を融合させるものなので，そ

の開発には地球シミュレータ等の非常に大規模な並

列計算機システムが不可欠である． 

以上のことを踏まえ，地震・火山活動の予測に向

けて今後 10 年間で特に推進すべき重要項目を列挙

すると，1)地震観測については大深度での地震観測

アレイの整備，2)地殻変動観測については陸域 GPS

観測網を補完する海底地殻変動観測システムの開

発・整備と 3 次元合成開口レーダー観測の実施，3)

データ解析及びシミュレーションについては地殻活

動データベース・センターの創設と地殻活動予測シ

ミュレーション・システムの開発ということになる． 

 

9-3-3. 地球システムと人間圏の拡大 

強い磁場とオゾン層という二重の壁に守られた現

在の地球システムは，地球の長い進化の歴史を通じ

て形成されてきたものである．強い地球磁場は，27

～28億年前頃に誕生したと推定されている．これに

対して，オゾン層の誕生は5～6億年前頃で，それ以

前は，陸は生物にとって不毛な赤茶けた地帯でしか

なかった．強い磁場存在しなかった頃の地球では，

原始生命は深海熱水系の化学エネルギー循環系に依

存して生活し，一部の微生物が表層100m程度の有光

層内部で原始的光合成を行っていたと考えられてい

る．強い磁場の誕生が浅海で大規模な酸素発生型光

合成を可能にし，地球大気の酸素濃度を増加させて

いった．地球システムの変化に伴って，地球生命は

棲息環境に対応した多様な進化を遂げていった．6

億年前以降の陸地面積の急激な増加に対応して起き

た表層環境の多様化とともに生命も多様化して，雌

雄の分化が起き，究極の多様性のメカニズムが生ま

れた．600 万年前に誕生した人類は，1 万年前の農

業・牧畜革命，6000年前の都市革命，3000年前の宗

教革命，300 年前の産業革命を通じて爆発的に増加

して生物圏の中で異常に大きな存在となり，人間圏

を形成するに至った．そして現在では，人間圏は地

球システムに無視できない影響を及ぼし，様々な環

境問題を引き起こすようになった． 

 

(a) 地球システムの進化と安定性 

地球表層環境は，プレートとプルームの運動によ

る全地球規模の大気・海洋成分の変動に伴い，地球

史の中で大きく変化してきた．27億年前以前は中央

海嶺の熱水循環によって海洋地殻表層に大量に固定

されていた炭酸塩鉱物は，海溝からマントルに沈み

込むとともに炭素をマントルへと移動させ，大気・

海洋の二酸化炭素除去の役割を担った．これが地球

表層の温度低下の主要な原因となった．一方，含水

鉱物はマントルでは不安定で，沈み込み帯の浅部で

脱水分解して地表へと循環した．マントルの温度の

低下によって，7～8億年前頃になると，含水化した

プレートはマントル遷移層(410～660 km 深度)まで

海水を輸送できるようになり，そのためにマントル

への海水の逆流が始まり，地球は過去 6 億年の間に

約600 mの厚さの海水を失った． 

一方，10億年前から6億年前にかけて，赤道に達

する巨大氷河に覆われ，生命の維持にとって史上最

大の困難な事態に瀕していた地球は，加水化された

マントルの局所的な粘性の低下と融点降下によって，

再び活発なプレート・プルーム運動を行うようにな

り，大気中の炭酸ガス濃度を増加させた．その結果，

温暖な顕生代型の地球が生まれ，陸地面積の増加と

比例して酸素濃度が急激に増加して硬骨格をもつ大

型多細胞生物が誕生した．やがてオゾン層が生まれ，

生物は陸上に進出して緑の景観が広がった． 

 長い時間の歴史でみると，地球システムは外部か

らの擾乱に対して，実に多様な応答を示してきた．

例えば，約 1 億年前に起きた地球規模の大規模火山

活動では，大気中の炭酸ガス濃度の増加が地球規模

の温暖化を引き起こしたし，また27～28億年前にほ

ぼ全球規模で起きた洪水玄武岩の噴出の際にも温暖

化が生じている． 

 さらに短時間の突発的事件は白亜紀末に起きた巨

大隕石衝突と恐竜の絶滅，固着型浅海生物の絶滅に

特徴付けられる古生代／中生代境界(2.5 億年前)の

超貧酸素事件などがあるが，数年から数百万年に及

ぶ表層環境の激変が当時の地層に記録されており，

生物の大量絶滅のメカニズム解明するための絶好の

試料となる． 

 地球の冷却とその物理的必然としての固体地球変

動，その結果として起きた地球表層環境変動の記録

は，地球システムの応答の解明に重要な情報をもた

らす． 

 

(b) 固体圏／流体圏境界層の物質移動 

固体圏，流体圏，生命圏そして人間圏からなる地

球システムの境界層において，物質エネルギーの蓄
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積・移動が，現在どのように進行しているのかを直

接観測することは特に重要である．なぜなら，上で

述べた過去における変動，システムの応答が，どの

ような時空間スケールで進行するのかを理解する基

礎であり，二酸化炭素の増加など，地球表層におけ

る擾乱を安定化させる機能を，固体地球がどの程度

もっているのを理解する基礎だからである． 

この部分はまた，人類が様々な形で利用し(水・エ

ネルギー資源開発，産業立地，廃棄物処分等)，その

結果，人間圏が負のフィードバックを受けることに

なる場所でもある．平野部や沿岸部は，とくに人類

の活動が集中する場所であるが，そこはまた，短周

期の地殻変動や海水準変動の影響を受けやすい場所

でもある．従って，この観測は，地球環境と人間圏

の未来予測・未来設計にとって不可欠のものである． 

岩石圏の表層 30 km 程度，すなわち陸であれば堆

積層を含めた地殻，海であれば地殻とマントル上部

が固体圏と流体圏の境界層である．プレート境界域

では特に活発な物質エネルギー移動が進行する．こ

の境界層において大規模な地下水の貯留や循環が進

行し，そこで活発な流体・岩石作用，有機物分解・

貯留・移動の起こっていることが，これまでの地下

の研究と膨大な深海および陸上掘削によって明らか

となっている．たとえば流体・岩石相互作用は流体

圏の二酸化炭素を大規模に固定させる機能をもち，

有機物の分解などは，この境界層が最大の生物起源

エネルギー貯留層であることなどである．また，近

年の地球科学の最大の発見の 1 つは，地下深部に棲

息する微生物圏の発見である．現在，地下1000 mの

岩石の中から微生物が発見されている．今後，地殻

全体からマントルに及ぶ岩石の中から地下生物が発

見される可能性がある．極限環境への生命の適応と

進化の理解は人類の生命観を一新するものであり，

その医学・薬学・農学などへの応用は計り知れない

ものがある． 

この境界層の構造，そこでの流体移動，貯留，流

体・岩石相互作用などを未来予測・設計や人間圏と

の関わりを解明するに足る精度で理解するためには，

地表からの間接的な地球物理学的観測手法や実験室

での模擬実験のみでは極めて不十分である．なぜな

ら，この部分は地域特性の強い対象であり，構造や

構成する物質が著しく不均一であるからである．日

本が建造した世界で最深度掘削の可能なライザー掘

削船「ちきゅう」や陸域掘削プログラムなどを活用

し，超深度掘削による地下の直接観測によって実態

を把握することが，今後極めて重要である． 

 

(c) 最近80万年間の地球環境変動 

太陽と地球の距離が周期的に変化する為に起きる

気候変化，或いは大陸が北半球に片寄った分布をし

ている為に，地球自転軸や歳差運動のぶれによって

起きる地球気候の精密解析は，近未来地球環境変動

を予測する上で極めて重要である．ミランコビッチ

周期は，40 万年，10 万年，41000 年，23000 或いは

19000 年の 4 つが認められているが，10 万年の氷期

サイクルが卓越するようになったのは，50万年から

80万年ほど前である．ミランコビッチ周期から，現

在の温暖期(完新世)は，40万年前，12万年前を中心

とした間氷期に対応しており，特にこの時期の気候

および環境変動の詳細を把握する事が重要である．

地球磁場の逆転周期にも，約4万年と10万年の周期

があり，その正の相関関係は氷河のサイズの拡大・

縮小変化が自転軸のぶれと連動している可能性を示

唆している．そのぶれが外核流体連動の差別的運動

変化の原因になる可能性があり，外核とマントルの

境界の数 km 以下のわずかな凸凹の正確な測定と関

係付けた総合研究が期待される． 

10万年周期を持つミランコビッチサイクルの新た

な周期に突入した 12000 年前頃に，急激な温暖化が

始まった．急激とはいっても，気温の上昇は5500年

かけて7～8℃上昇した程度であった．その間に北半

球の大陸を覆っていた巨大氷河が収縮して融解した

生じた大量の冷水が至る所で浅い湖を作った．海洋

へと続く水路を閉ざしていた自然堤防が断続的に崩

壊して，地球規模の気候モードジャンプが起きたら

しい．複数の超巨大自然ダムが，北米西部，東部，

シベリア，黒海北部などで崩壊して起きた気候モー

ドジャンプは，全地球規模での古気候の総合的な精

密比較解析によってメカニズムの解明が可能になる

だろう．約5000年前になって，氷河の融解水に因る

北半球の広大な湿地帯が乾燥化し，地球規模の大気

循環が変化して北アフリカと中近東地域の砂漠化が

始まった．エジプト文明とメソポタミア文明の崩壊

もまた，一連の気候変化の流れの中での絶好の研究

対象である． 

以上のように，古気候変化の定性的なシナリオは

明らかになっているものの，そのメカニズムの解明

に向けた総合的な研究戦略は不十分であり，次の緊

急課題となっている．特に，過去 80 万年頃の 10 万

年氷期サイクルの出現メカニズム，現在の温暖期に

対応する 40 万年前の温暖期の終焉，過去 12 万年の

古気候の地球規模の精密比較に関する研究が未来予

測に向けて重要である．今までの古環境変動研究の

問題は，一部の氷床掘削データを除いて分解能が人

類社会のタイムスケール(50年程度)と一致していな

いことである．これは，主に堆積速度の小さい遠洋

性の堆積物の記録に頼ってきたからである．50年の

平均記録を地層で解読するには，生物撹乱作用を考

慮し，50年－ 10cm以上の堆積速度が必要となる．こ

のような早い堆積速度は大陸や島弧縁辺の地層の特

徴である．後氷期と同様な安定して 1 万年の温暖期

は，約40万年前の間氷期に見いだされる．したがっ

て，現在の気候変動に対応して古環境変動を解明す

るには，過去 12 万年間だけでなく，50 年スケール

で 80 万年間，記録を解読する必要がある．これは

1000 m以上の厚い地層の解読が必要となる． 

南極氷床や海底のコア掘削による高時間分解能研

究，少なくとも6箇所の世界標準地域(大海洋，赤道，
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極域，湖沼)を設定し，掘削試料を使った徹底的な比

較(花粉分析，同位体温度，年代)が重要で，スーパ

ーコンピュータによる古気候モデルとの比較検討が

応答メカニズムの解明につながるだろう． 

これまでの深海掘削計画(DSDP/IPOD/ODP)による

掘削地点は既に1200箇所を数えている．今後は過去

80 万年の精密解析に向けて世界標準地域を選定し，

1)IODP計画による掘削船「ちきゅう」による1000 m

以上の厚さの地層掘削，2)ICDP計画による湖沼を中

心とした陸上掘削が不可欠である． 

また，コア分析センターでのデータ生産による50

年スケールでの記録解読が必要となる．さらに，測

定項目が統一された，データベースの作成に向けた

国際共同研究計画の推進が鍵になる． 

 

(d) 人間圏の拡大と地球環境の変化 

産業革命以降の異常としか思えない経済の急速な

発展は，科学と技術の急速な発展の結果起きた，世

界人口の「ねずみ算」的異常増加が原因である．科

学と技術の発展は，食糧の増産を可能にし，人の寿

命を延ばした．それを可能なさしめている直接的な

原因は，石油，石炭，天然ガス，原子力燃料などの

埋没化石エネルギーの利用である．これらは地球が

数億年かけて造り出した貯金ともいえるものである．

貯金には限界がある．20世紀の加速度的な物質文明

の成長に，やがて，思いのほか早く限界がやってく

ることを予測したのが，ローマクラブの歴史的な業

績である． 

倍々ゲームで増加する世界人口に比べて，食糧の

増産が追い付かないことは，既にマルサスが 200 年

前に予言していたことではあった．最近はコンピュ

ータを利用して，世界人口，食糧，工業生産，環境

汚染，埋蔵資源の5つの量について，西暦1900年か

ら 1970 年までのデータを参考にして，以降 2100 年

までの予測を行うことも行われている．そのような

予測として，いわゆる2020年問題と略称される，人

間圏の異常な拡大による「地球システムを脅かしか

ねない」課題がある． 

人間圏の拡大による地球環境の変化の例として，

地球化学環境汚染がある．膨張する人間圏が「生物

としての人間の持続」に与えた重大な警告の一つが

地球環境の化学汚染である．産業革命直後の英国と

北欧，その百年後のアメリカ五大湖周辺，そして21

世紀の東アジアで予測される，酸性雨，環境ホルモ

ン，重金属汚染などの，大気・海洋・湖沼・土壌汚

染である． 

化学汚染問題は今後，開発途上国に一層深刻に重

みが移って行くが，先進国の政治・行政・教育問題

とも深くかかわっている．その理由は地球環境問題

が，地球に棲むどの国の人間にとっても全て否応な

く被害者にならざるを得ない問題であって，特定の

国家や個人だけが避けられうる問題ではないからで

ある．いわば地球人の問題として，国境を越えて，

国家の利益を越えて対応せねばならない大問題であ

るからだ．さらに，地球環境問題の行方は，世界人

口 63 億人の 90％を占める開発途上国がキャステイ

ングボードを握っていることを忘れてはならない． 

環境汚染を地球科学の観点から見た場合，重要な

課題は，自然のバックグラウンドの値がどのような

ものであるかを知ることと，汚染物質が自然界の物

質循環のなかに組み込まれた場合，どのような挙動

をするかを明らかにすることである．自然のバック

グラウンドがどのような値であるかは，本来大変重

要な基準点のはずだが，あやふやなまま汚染が議論

されているのが現状である．土壌のバックグラウン

ド値を求めるという目的で，現在，地球化学図作成

プロジェクトが国際的に進められている．まず，サ

ンプリング法，分析法，図化法について統一的な国

際基準を作ることと，地域的な地球化学図を国際基

準で整備することを目指している．この仕事は，ヨ

ーロッパではかなり進み，最近では中国が大々的に

推進している．日本では，産総研(旧地調)によって，

全国を概査するプロジェクトが今年度(2003)終了し

て，200 万分 1 全国地球化学図が出版される．地球

化学図は，もともと天然に存在する元素，化合物を

念頭において考えられているが，ダイオキシン類や

いわゆる環境ホルモンなど，本来自然には存在しな

かった微量有機化合物についても地球規模で実態把

握をする必要がある． 

地球周回衛星によって，エアロゾル(例えば中国の

黄砂)の発生源，量，分布，移動の把握が既に米国の

衛星(Earth Probe，Terra and OrbView-2)によって

定量的に観測されつつある．さらに，河川によって

海洋に放出される懸濁粒子の量，分布，移動，ある

いは，地表の水分分布とか酸化物の種類と分布は，

地球周回衛星の充実によって解析されるだろう．地

質構造の解析と組み合わせて，汚染物質の移動(結局

は地下水の移動)を解明することも重要である． 

ある元素が有害かどうかは，その元素の存在状態

(化学種，鉱物種，吸着，溶存等)や，水への可溶性，

生体へのとりこみメカニズムなどによって決まる．

ところが，汚染物質の挙動について，総合的な国際

プロジェクトはいまだ存在せず，研究者レベルでの

小規模な研究が大部分である．メカニズムが不明な

まま，観測が先行しているのが現状である．メカニ

ズムを明らかにする為には，特定の元素や試験管内

の反応だけの解析では不十分で，その地域の地下水

の水質や地質，土壌の地球化学的特性と切り離して

は考えられない． 

土壌汚染対策法など，最近では，法律で環境汚染

を防止するための基準を設けて対策を講じているが，

現状では汚染物質の化学的実態と挙動のメカニズム

に不明な部分が多く，研究の進展と同時進行で新た

な整備が必要である．地球化学汚染対策については，

特定の微量元素を選択的に体内に濃集する微生物に

よる環境浄化作用(バイオメレデイエーション)の開

発が威力を発揮するだろう． 
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9-4．地球科学観測の重点課題 

地球システムの理解という視点から，3 章でまと

めた現状と課題に基づき，本部会として特に重要と

考えられる地球観測に関する重点課題をまとめる．

しかし，地球システムの理解というだけでは，その

視点があまりに大きく漠然としすぎている．そこで

以下では，そのなかで更に焦点を絞ったくくり方で，

テーマをまとめることとする．まず，太陽放射とい

う外部駆動力によって地球システムの表層付近の構

成要素間の関係性が支配される重要な領域という意

味で，ジオスペースに注目する．極域は，そのよう

な地球システムへの外部からの入力に最も鋭敏に応

答する地域で，その応答メカニズムを観測するとい

う意味では，最も適した地域である．しかも，現在，

国際地球観測年開始以来50年を迎え，新たなる国際

観測計画が準備されている．固体地球に関する地球

システムを観測する場としては，アジア，太平洋地

域がそのような場として注目され，わが国の地理的

環境もその観測に適している．地球システムの応答

メカニズムを理解するという意味では，過去に起こ

った地球変動の記録をより高い時間分解能で観測す

ることは必要不可欠である．具体的には掘削という

手段でくくられる．これまであまり注目されていな

いが，地球システムの変動として 100 年という程度

のタイムスケールで進行しつつある変動がある．地

球磁場の変化である．それは外部からの擾乱に対し

ては脆弱な地球システムを守るバリアーであるがゆ

えに，その変化はこれから注目しなければならない．

気候システムの変化は人間圏の拡大のみによって起

こるわけではない．温暖化に関しても南方振動の影

響など，自然的要因についての理解を深める必要が

ある． 

 

9-4-1. 太陽活動が引き起こす地球システムの大規

模変動観測 

[太陽面爆発に伴うジオスペース環境の変動と予測] 

 地球の最外圏環境であるジオスペース(電離圏，超

高層大気から磁気圏までの領域)は，太陽面爆発に対

して劇的に応答し，磁気嵐を引き起こす．この大規

模な地球システム変動は，様々な物理機構を経て，

放射線帯の粒子分布や超高層大気の組成・構造を激

変させて，通信・放送・測位・地球環境監視等の人

工衛星に障害を与え，その運用に甚大な支障をきた

す．更に衛星－ 地上間の電波伝搬の経路である電離

圏の激しい変動は，GPS，VLBI などを用いた衛星測

位システムの使用不能，あるいは測位精度の低下と

いった事態を引き起こす．このように，放射線帯や

電離圏というジオスペース環境の大規模な変動は，

人類の社会活動を脅かしている．衛星システムの耐

久性・信頼性を高めることが必要とされている現在，

ジオスペース環境の変動原理の解明と実用的な予測

技術の向上は，21世紀の安全な宇宙利用と社会基盤

の維持発展のための緊急の課題である．したがって，

地上磁力計・レーダー観測網を高度化・広域化し，

ジオスペース環境科学衛星による総合的な直接観測

(荷電粒子・電磁場・プラズマ波動の同時観測)を放

射線帯中心部において実施する必要がある．また日

本が主体となりアジア・オセアニア域での観測に先

導的な役割を果たすことも，この地域の社会基盤の

安定した発展のための重要な課題である． 

  

＜太陽活動が地球表層大気に与える影響の定量的評

価＞ 

 将来の地球環境をより正確に予測するためには，

太陽からのエネルギー(放射と粒子)や宇宙線が地球

表層付近の大気に与える影響を定量的に評価する必

要がある．そのためには，地球表層から超高層まで

の大気間結合に加え，太陽起源・人為起源・地球自

然起源の三者間の相互作用を考慮しなければならな

い．地表付近の大気変動は超高層大気に到達する過

程で大規模に増幅されるため，この増幅原理を解明

し，超高層大気の変動を定量的に評価することで，

地表付近の気候変動をモニターすることが可能とな

る．また，太陽活動に対する地球表層付近の大気の

応答や気候変動の因果関係は，様々な時間スケール

で，かつ定量的に評価されることが重要である．し

たがって，地球磁場の逆転や極端な減少の効果も考

慮しつつ，人為起源の無い環境下で生成されたアイ

スコアーや年輪の解析から過去の大気変動の解明を

もとに将来変動の予測を行う必要がある． 

 上記の研究目的と深く関連する ICSU の下の

SCOSTEP が推進する国際共同研究計画 CAWSES(2004

～2008)と連携し，日本の独創性，主導性を発揮でき

る分野を特に重点的に推進する． 

 以下に必要な観測を列挙する： 

地上観測：地上磁力計・レーダー観測網，アジア・

オセアニア超高層観測網(赤道レーダー・光学機器・

GPS・磁力計による総合的観測網)，極域観測(北極(日

本の先導的国際協力：北欧とアラスカ)，南極観測(大

型大気レーダーの建設や内陸の無人観測網等) 

飛翔体観測：ジオスペース環境科学衛星，電離圏・

熱圏・中間圏リモートセンシング衛星，GPS 掩蔽観

測衛星，再使用ロケットによる繰り返し観測 

 

9-4-2. 地球磁場強度の低下とその表層環境への影

響の解明 

19 世紀の始めにガウスが地球磁場の測定をして

以来，地球の磁場はどんどん弱くなっており，最近

ではその減少傾向が加速されており，この減少率が

もしこのまま続けばあと 1200 年程度で地球の磁場

が消えてなくなることになる．地球磁場の極端な減

少は，宇宙線の地球大気への侵入を容易にし，地球

の大気と直接作用し，雲の生成や大気の変成等に影

響を与え地球システムをおおきく変動させる可能性

がある．例えば太陽面爆発(太陽フレア)に伴い高エ

ネルギー粒子が極冠域に入射すると，中間圏や超高

層大気を電離し，そこにおける化学反応過程に大き

な影響を与えることが，現在観測的に明らかになっ
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てきた． 

 このように地球磁場変動の影響は甚大であり，地

球磁場の汎地球スケールでの観測や高エネルギー粒

子の衛星観測に加えて，衛星および地上からの分光

器による成層圏オゾン・窒素酸化物の観測，イメー

ジングリオメターによる下部電離圏から中間圏での

電波吸収観測，レーダーによる電磁圏観測，宇宙線

の観測など組織的な同時観測が必要である．磁場強

度監視は南北両半球に均一に分布した定常観測点が

必要であるが，南極域では観測点が著しく減少して

おり，歯止めが必要である． 

 

＜極域重点観測＞南極，北欧，アラスカ 

 

9-4-3. 極域(環境変動予兆の敏感なセンサー)の総

合観測 

極域は宇宙空間との接点であり，太陽活動の大気

への影響を調べるためには最も重要な地域である．

また，地球環境変化が如実に現れる地域でもあり，

環境変化の監視に最適である．さらに人間活動に起

因するノイズが殆どないという特性を活かすことが

できる．これまで，わが国の極域の観測はオゾンホ

ールの発見やオーロラの南北共役性の解明などに関

し重大な成果を挙げてきたが，IPYー4を始めとする

各国の取り組みと連動し，日本の極域観測も，強化・

充実する必要がある． 

 

[大気・超高層観測] 

 極域大気の示す気候変動シグナルを確実に捉える

ために，他の緯度帯に比して物理の解明が未だ十分

でない中層大気(成層圏，中間圏，下部熱圏)から電

磁気圏にいたる広汎な極域大気における地球環境

「観視」を継続する必要がある．このためにはわが

国で開発され，高精度観測に活躍している大型大気

レーダーを世界に先駆けて南極地域に設置し，国際

的な一大拠点として整備を進めることも有効である．

さらに北極圏での観測と連動させることによって，

温暖化や高層の寒冷化，大気循環等の南北非対称性

等を南北両極の視点から同時に解明する． 

 

[衛星観測と地上検証] 

 南極大陸の氷縁の変化を 10－ 20 年規模で監視す

るためには，衛星リモートセンシングが不可欠であ

る．また，GRACE の打ち上げにより，重力衛星によ

る水循環の変動監視の時代に入ったが，衛星センサ

ー開発を含めた日本の積極的寄与が求められている．

衛星観測の地上検証のためには，グローバルジオダ

イナミクス監視網の南半球における要である南極昭

和基地で，絶対重力測定，超伝導重力計観測等につ

いて精密観測を継続する．さらに，航空機を用いた

重力，アイスレーダ氷厚，等の系統的測量を実施し，

水循環の変動スケール(100 km，1ヶ月～1年)で重力

分布を検知するために必要な標準重力場を確定する

必要がある． 

[極域重点観測] 

南極，アラスカ 

 

[衛星観測] 

GRACE, ALOS,GOCE 

 

9-4-4. 二酸化炭素濃度の増加と地球温暖化のメカ

ニズムの解明 

地球観測の緊急課題の一つは，二酸化炭素濃度の

増加と地球温暖化のメカニズムの解明である．これ

らの間の正の相関関については，理論，過去 100 年

の大気組成観測，地球史46億年の記録の解読，これ

ら全てのデータによって間違いなく支持される．問

題は過去 100 年の二酸化炭素の増加がすべて人間に

よる化石燃料の消費に因るものかどうか，またその

増加が地球規模の温暖化をどれだけ引き起こしてい

るかどうかである． 

この問題を解決するには，二つのアプローチがあ

る．その第一は，大気中に二酸化炭素が急激に増加

した時に起きる地球システムの応答メカニズムを，

過去 80 万年の堆積物試料(氷床コアも含む)を地球

的規模で系統的に収集・解析・比較し，二酸化炭素

濃度変化と地球気温の変化の関係を調べ，炭素の起

源を同位体組成に基づいて特定することである．人

間圏が小さく気候システムに影響を与えることがな

かった時代の応答メカニズムが解明されると，現在

進行中の地球システムの変動(大気組成，表層生物活

動，表層温度)を地球観測することによって，応答メ

カニズムの方向性が分かるだろう．同位体組成から

炭素の起源が化石燃料起源か，ガスハイドレード起

源か，などの議論が可能になるだろう．また，増加

した二酸化炭素を消費する生命活動の遅れのメカニ

ズムの解明が進むだろう．これらが明らかになれば，

地球大気を制御する技術の開発へと発展するだろう． 

第二のアプローチは，極域での二酸化炭素のモニ

タリング観測である．特に，温暖化が最も進行して

いる北極の海洋域と永久凍土域での炭素循環の長期

モニタリング観測は重要である．北極海洋域は，現

在は二酸化炭素の吸収域であるが，温暖化による海

氷の消失や植物プランクトン大繁殖による生物ポン

プの強化は，さらに二酸化炭素吸収の強化に働く可

能性もある．北極域のツンドラ地域では，温暖化に

伴う永久凍土層の融解が，土壌中植物の分解による

二酸化炭素の放出を引き起こすのか，あるいは逆に

ツンドラ植生の繁茂により二酸化炭素の吸収を引き

起こすのかは重要な課題である．このため，観測ネ

ットワークの広大な空白域である北極ツンドラ域に

観測拠点を整備し，長期モニタリング観測を推進す

る必要がある．また，地球規模の二酸化炭素のバッ

クグランドを示す南極昭和基地での長期モニタリン

グ観測も継続して推進する必要がある．二酸化炭素

のモニタリングとともに，炭素の起源を同定するた

め，同位体の観測も必須である． 
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[掘削]海洋と陸域，南極氷床 

 

[大気組成]南北両極での二酸化炭素モニタリング観

測 

 

9-4-5． 古気候解析による過去80万年間の表層環境

変動の復元 

地球気候システムの特性として，その状態が複数

の準安定モードの間で不連続的に変化することが，

過去の環境変動の研究から明らかになりつつある．

突然かつ急激な気候変動は，その典型例である．こ

うした変動のメカニズムや伝播過程，人類がこれか

ら体験するかもしれない，より温暖な準安定モード

の実態を理解するには，地球上に点在する気候変動

に特に敏感なスポットを中心に，全地球を空間的に

カバーするように掘削地点を設定し，高い時間分解

能を持ち連続的な堆積記録を乱さず回収して，出来

る限り多くの古気候，古環境パラメーターを系統的

に取り出し，高精度で定量的に古環境復元を行なう

必要がある． 

近未来に起きると推測される気候寒冷化の予測に

は，10 万年の氷期サイクルが始まったとされる 80

万年前，現在の温暖期に対応する 40 万年前および

11～12万年前の古気候の解析が最も重要である．気

候の寒冷化がはじまる時に，地上のどこから予兆が

はじまり，どの地域へ，どのような気候変化や災害

の伝播が進行してゆくのか，そのプロセスの理解に

は，11～12万年前の試料(深海と湖の掘削)の徹底的

な解析が最も効果的である．試料収集の候補地域は，

赤道，極域，及び，陸上(北米五大湖，バイカル湖，

黒海)の 10 箇所程度が挙げられている．それらの試

料の徹底的な解析を進め，気候変動のメカニズムの

解析を進める．収集データの統合化と気候モデルと

の比較検討がゴールへの鍵になる． 

日本がすすめる当面の重点的観測対象としてアジ

アモンスーン古気候解析を進める．アジア内陸部は，

アジアモンスーンを駆動する敏感なスポットであり，

アジアモンスーンは河川流出などを通じて，周辺海

域の環境に大きな影響を与える．また，西赤道太平

洋暖水域は巨大な熱源として，そこに源を発する黒

潮は，強力な熱輸送経路として地球気候システムに

大きな影響を及ぼしていると考えられるが，過去に

おけるその挙動やその支配要因は，北大西洋に比べ

て，あまり明らかにされていない．その他の標準地

域は，日本も参加する国際共同計画によって，観測

を進める． 

観測項目としては，海面水温，塩分，海流流速，

生物生産量，風向，風強度，pCO2 など，具体的測定

項目としては，酸素同位体比，炭素同位体比，窒素

同位体比，有機物含有量，バイオマーカー組成，砕

屑物粒度，砕屑物鉱物，化学組成，微化石組成，な

どが考えられる．目的を達成するため，統合国際深

海掘削計画(IODP)，国際陸上掘削計画(ICDP)，国際

古海洋変動研究(IMAGES)などの掘削計画を国として

推進する． 

 

9-4-6. 地球内部変動と表層環境の相互作用メカニ

ズムの解明 

地球システムの固体圏と流体圏・生命圏の境界層

である地殻・上部マントルの超深度精密観測によっ

て，地球内部と表層間の物質，エネルギー移動，相

互作用を解明する．加えて地球内部極限環境に生存

する生命の探索を進める． 

この地球システムの境界層は，地球表層環境のソ

ース＆シンクとして直接的役割を果たしている．

水・エネルギー資源の抽出，貯留，廃棄物処理など

人類にとっての直接的利害にかかわることはもとよ

り，その観測にもとづく境界層の深い理解は地球環

境の持続的生存のための未来予測・未来設計にとっ

て不可欠である．また，超深度地下微生物の探索に

よって：1)地球内部では，原始生命に最も近い特徴

をもつ微生物の発見が期待できる．2)海洋地殻とそ

の下のマントルでは，岩石と流体の反応による生命

誕生までの化学進化過程が検証できる可能性がある．

3)極限環境に適応する生物のメカニズムが解明され

る，など計り知れない応用がもたらされる可能性が

ある．超深度地下微生物の発見は，人類のフロンテ

ィアの 1 つであり，超深度掘削船「ちきゅう」を用

いて我が国がリーダーシップを取って推進すべき課

題である． 

重点的観測地域としては，1)最も活発に相互作用

が進行するプレート沈み込み帯や海嶺系のプレート

境界域，2)都市が集中する海陸境界の平野部，3)海

洋地下資源の集中する沿岸部，4)そして廃棄物処理

等にとって重要な，内陸部があげられる． 

観測項目は，複雑な地殻内部の地質構造観測，地

球内部の歪，応力，流体圧，流体の移動特性，流体

および岩石の化学組成の連続的観測である．特に季

節変動，地震活動火山活動などに伴う変化，大気̶

海洋の変動と地球内部変動との連動などが重要であ

る． 

観測手法は，1)掘削による岩石，流体試料の採集，

特に流体は繰り返し採集が不可欠であり，2)掘削孔

の連続観測モニターが重要である．これらの掘削の

実行は，日本のリーダーシップの下で開始された統

合国際深海掘削計画(IODP)，陸域では国際大陸掘削

計画(ICDP)による国際連携によって進めるのが重要

である． 

超深度掘削船「ちきゅう」の最初のライザー掘削

は，東南海地震の地震発生帯で実施するとの国際的

合意が統合国際深海掘削計画(IODP)において得られ

た．その掘削によってプレート境界まで直接ボーリ

ングを行い，試料の採集，掘削孔の計測，そして境

界断層そのものに長期観測センサーを設置すること

が計画されている．そのような観測網は，巨大地震

の事前通知に役立つ．プレート境界で地震が発生す

れば，光ファイバーケーブルによって，地震波到達

より早く事前通知(数十秒前)が可能となり，都市機
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能を自動的に事前通知に対応するように機能改革す

ることにより，多くの人命やインフラを救うことが

できる．世界で，このような観測は前例がなく，地

球観測に日本がリードして新たな次元を開くもので

ある．この掘削に伴う観測項目は重点的課題 4-7 と

リンクしつつ，同時に，上に挙げた地球内部変動と

表層地球環境の相互作用，超深度極限生命の探索を

も網羅しており，重点的にすすめなければならない． 

 

9-4-7． アジア・太平洋域のマルチスケール地球内

部変動観測 

巨大な観測空白域である太平洋地域と定常的観測

基盤の整備されていない東南アジア地域を対象とし

て，全地球規模から地域規模までの階層構造を持つ

固体地球観測網をAPEC諸国との連携・協力の下に構

築し，地震・火山・測地・電磁気等の総合的観測を

実施することで，固体地球システムのダイナミクス

をマルチスケールの複雑な相互作用の連鎖として理

解するとともに，プレート沈み込み帯の地震発生及

び火山噴火メカニズムを解明する． 

我が国は，「海半球ネットワーク計画」や「全地球

ダイナミクス計画」を通じて西太平洋域に長期的な

固体地球観測網を構築してきた．これらの計画によ

って培われた世界をリードする海底観測技術を生か

して，巨大な観測空白域である太平洋に光海底ケー

ブル等を活用した総合的地球観測網を構築すること

は，21世紀の地球科学の発展に向けた我が国の大き

な貢献である．また，世界最大のプレート沈み込み

帯である西太平洋地域を，マントル対流と地震・火

山活動の直接的相互作用の場として位置づけ，APEC

諸国と連携・協力しながら，地震・火山・測地等の

広域的基盤観測研究を推進していくことは，地震火

山研究の先進国である我が国の責務でもある． 

本重点課題では，今後10年間に亘って，以下の3

つの観測計画を推進する． 

 

(1)アジア・西太平洋域地震火山観測：国際的実績の

ある「海半球ネットワーク計画」や「全地球ダイナ

ミクス計画」で西太平洋域に展開した観測網を東南

アジア・オセアニア地域に拡充することで，アジア・

西太平洋域をカバーする地震・火山・測地観測網を

APEC諸国との連携・協力の下に構築し，太平洋下の

沈み込んだ海洋プレートやマントルプルームの構

造・ダイナミクスの解明，太平洋プレートが沈み込

むこの地域の地震・火山活動の比較・総合観測を行

うとともに，地震・津波・火山データの蓄積と情報

発信，並びに発展途上国における研究・技術者の養

成に貢献する． 

 

(2)北太平洋域海底ケーブル総合観測：観測空白域で

ある北太平洋域に使用済みの通信用光海底ケーブル

を有効利用した地球物理総合観測網を整備し，プレ

ート沈み込み帯の地震発生領域を海側からリアルタ

イムで監視することで巨大地震の発生メカニズムの

解明及び津波伝播予測に資するとともに，北太平洋

における深層海流観測を通じて海洋循環・気候変動

の解明に資する他，海底ケーブルを超長尺アンテナ

として用いた電磁気観測により地球磁場変動の解明

にも資する． 

 

(3)日本周辺海域海底基盤観測：日本周辺海域に光海

底ケーブルによる海底基盤観測網を整備し，既に陸

域に展開されている基盤観測網を周辺海域まで拡張

することで，日本列島及びその周辺域の地震活動及

び地殻変動を一元的にリアルタイムで観測するとと

もに，日本列島周辺の海洋環境変動モニターを行う．

さらに海洋掘削船「ちきゅう」の掘削孔を用いた深

部プレート境界周辺の歪・応力・流体圧などの変動

観測を行い，光ケーブルで基盤観測網と接続するこ

とで，巨大地震の発生帯の変動を直接モニターする．

またこのための技術開発を行う． 

 

9-5．地球観測の推進体制 

9-5-1． これまでの推進体制と問題点 

地球科学は我々の生存基盤である地球のことを知

る学問であるがゆえに，古い歴史がある．例えば，

天気予報の始まりがクリミア戦争での戦艦の沈没事

故に始まるのは，よく知られた事実である．我が国

においても，戦前の文部省の行政の中で，このよう

な地球科学の国家事業的な側面が，中央気象台など

の組織を通して行われた．というよりも，最初に国

家事業として取り組まれ，その中で地球科学も展開

されてきたというほうが正しいであろう．同様の例

としては，東京天文台や，高層気象台，海洋気象台

などがある(昭和初期には，高層気象観測は新しい学

問分野であり，新しい組織として設立された．後に

中央気象台に統合される)．大学との関係は，中央気

象台長が東大理学部物理学科教授を兼任することで

実現されており，戦前の学部演習なども中央気象台

で執り行われていた．また，岡田竹松中央気象台長

の「日本のポリテクを作る」という意気込みによっ

て気象技術官養成所が作られ，戦前は，優秀である

が貧困ゆえに上級学校に進学できない多くの人材を

集めた． 

このような中で，戦後の気象研究所は，地球科学

に関する一大研究機関のひとつとして，幅広く地球

科学に関する研究者を雇用していたことも特筆して

おく必要がある．1956 年の IGY(国際地球観測年)が

中央気象台の取りまとめにより展開されたのも，中

央気象台が大学と同じく文部省に属していたことと，

国家事業の責任省庁として総合的な事業展開能力が

あったからである．もちろん，このような中央気象

台の地球科学の独占体制は，その後の各分野の発展

により変化してゆくことになる．中央気象台から気

象庁に変化することで，より気象事業に特化した形

で発展をし，それぞれの官庁も自分の事業を発展さ

せる形で大きくなっていった．一方，大学も，それ

自身を大きくする形で新しい観測に取り組むことに
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なった．いわば，戦後の高度成長期は，必然的に，

各分野が専門化し，発展する時期であったというべ

きであろう．しかし，現在もこのままで良いかとい

うのが大きな課題である． 

科学は，どの分野でも近年特に巨大化して，加速

器やスーパーカミオカンデを例にとるまでもなく，

その傾向は地球科学の分野においても顕在化してい

る．明治初期に総合大学として東京大学ができた当

時，あらゆる学問分野をカバーして，あらゆる観測

や分析機器を一つの大学の中に作った．科学の規模

が小さく，研究の進歩も遅かったので，それが可能

であったが，現在では時代にそぐわなくなっている． 

 巨大科学の時代に対応して，海洋科学技術センタ

ー，防災科学技術センター，宇宙科学研究所などが

次々と生まれ，組織の再編が議論されつつある．21

世紀の新時代では，かつての東京大学のような一つ

の総合大学に対応する新たな巨大科学推進組織体を，

日本全体を器にした規模で構築する必要がある．そ

の組織体は，以下に述べる「地球庁」のように，一

つの大学の枠を越えて日本全体にわたる地球科学関

係の諸組織体を統括し，研究や観測が機能的に推進

され，国際的ニーズに迅速に対応できるものでなく

てはならない．現代は，そのような時代の大転換期

にきているのであろう． 

我が国の測地学，地球物理学，地球科学の発展に

おいて，昭和24年 5月に設置された測地学審議会は

特筆すべき存在であった．「測地学および政府機関

における測地事業計画に関する事項を審議するこ

と」を目的に，これらに関して必要と認める事項を

文部大臣および関係各大臣に建議すると定められた．

測地学審議会はその後，地球科学の発展とともに掌

握事項を拡大しつつ発展し，IGY，UMP，GDP，GARP，

POLEX，IMS，MAP，WCRP など多くの国際協同観測計

画の国内推進体として機能し，また地震予知計画，

火山噴火予知計画など大規模災害予知研究事業の立

ち上げに大きな役割を果たした．昭和56年には「地

球物理科学の展望と課題」と題する報告を取りまと

め，固体地球物理，測地科学，大気－ 海洋－ 陸水系

の物理科学，超高層・大気圏外の科学分野の将来の

展望を示している． 

戦後，我が国の科学研究の民主的発展を標榜して

設立された日本学術会議は，戦後の社会的混迷を反

映して，必ずしも当初の理念の具現を果たしたとは

言いがたいが，我が国の学協会の公的連合体，或い

は民の立場からの政府に対する要望，勧告の発議機

能を有していたと言えよう．地球科学分野を始め，

さまざまな研究分野の発展に関する多くの提言を行

い，戦後のわが国の科学の発展に寄与した実績は否

定しがたい．地球科学分野においても，国際地球観

測年(ＩＧＹ)を契機に 1956 年に開始された南極観

測事業は，昭和30年 9月に学術会議が政府に提出し

た要望のもとに実現した．同年 10 月に開かれた第

20回総会において，観測調査の諸事項を検討するた

めに南極特別委員会が設置され，その推進を計った

ことは衆知の事実である．学術会議の各科学分野の

研究連絡会では，関連分野の推進方策や国際連携に

ついての検討がなされるとともに，重要分野の総合

研究計画が検討され，また新たな科学分野の構築の

ための研究所等の設置の勧告を政府に対して行って

きた．全国大学共同利用研究機関としての東大海洋

研の創設は，1958年の学術会議の議決から実現した

ものである．科学技術庁の創設以降，文部省におけ

る学術審議会に対応する審議会として航空・電子技

術審議会が設置され，科学技術分野の推進方策が検

討され，地球科学観測技術分野の発展に寄与してき

た．平成12年の省庁統合以降，前述の測地学審議会，

航空・電子技術審議会は廃止され，その一部の機能

のみが文部科学省に設置された科学技術・学術審議

会の分科会に移行した． 

地球観測年(IGY)以降，地球規模観測が，不十分で

はあるが，行われるようになった．こうした地球規

模の観測計画において，研究者個人或いは大学研究

室規模での対応は物心両面から困難であり，その実

現には国家的財政支援が必要となる．そのためには，

第三者による本格的な評価を行う中立的な審議機関

が必要である．最近では施策的研究投資の形(トップ

ダウン型計画)で行われる場合もあるが，大学を基盤

とした研究活動と整合的とは言い難い．また，地球

規模観測計画の多くが複合領域的，境界領域的であ

る場合が多く，関係分野間の課題整理，分担調整，

経費配分に関わる協議・推進体の存在が，計画実現

に重要な役割を果たす．測地学審議会や航空・電子

技術審議会がその役割を果たしてきたことは衆知の

事実であるが，現在はそうした審議体に相当するも

のも存在しない． 

かつての審議体は行政審議会の体をなしていたが，

委員会を構成する学識代表者の背景に研究者個人－

学会－ 研究組織(大学研究室等)の意見集約機能が存

在していたと理解すべきであろう．学術会議の存在

理由は，そうした意見集約機能のシステムそのもの

であるが，学協会そのものがヒエラルキ－ 化し，本

来の機能が形骸化した面は否定しがたく，学術会議

改組の理由ともなっている． 

 

9-5-2. 期待される推進体制の在り方 

地球システムの観測にふさわしい地球規模観測の

構築には，必然的に国際対応が適切かつ効率よく行

える体制が必要であり，国策的バックアップ無しに

は困難な場合も多く，トップダウン方策での意志決

定メカニズムも必要であろう．長時間をかけての審

議が必ずしも有効ではない場合もあることを想定す

べきである．しかし，他方で，地球科学分野の個々

の課題を担う研究者の意見を反映する仕組みも必要

であることは言うまでもない．特に，多様な研究ニ

－ ズに対応し，新たな発想・方法論に基づく研究推

進には，ボトムアップ・メカニズムが有効に働く方

策を確立する必要がある．最近，改組が予定されて

いる学術会議の今後の動向に十分な関心を払う必要
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がある．これを活用し，広く一般研究者の要望を反

映させる機構を構築すべきであろう．いずれにせよ，

現在機能している非政府機関国際学術組織のＩＣＳ

Ｕ(国際学術会議)対応体としての機能は存続される

べきである． 

地球科学分野における中長期的問題討議の場が存

在しない現在，その仕組みが早急に確立されるべき

である．国はこの現状を認識し，かつて我が国の地

球科学分野の研究者に支持されていた測地学審議会

の，現代に対応した審議体を早急に確立すべきであ

る．その場合，古い形の行政審議会の形を復活すべ

きではなく，科学者のパブリック・オピニオンを広

く深く汲み取れるように，ＮＧＯであるコンソ－ シ

アム，科学分野協議会などとの公的連携を計るべき

である． 

 

(a)地球観測推進本部の設置 

地球観測は，科学のためという側面と国家の基本

的情報という側面の両方を持つ．歴史的には，国家

の基本情報という側面が強く，多くの地球観測が国

家事業として行われ，科学はその基盤の上に展開さ

れてきた．戦前の中央気象台が，東京大学理学部物

理学科に教授を派遣していたのがそのよい例である．

また，昔は社会の発展のスピードが現在ほど速くな

く，地球観測事業の多くが一つや二つの省庁によっ

て担われていたために，学術との関連も，他省庁と

の調整もうまくいっていたと考えられる． 

近年，社会の構造が複雑に，しかも急激に変化し，

地球観測に関連する省庁も多岐にわたるようになっ

てきた．南極観測，地球温暖化，安全・安心な社会

作り，大陸棚，地震・火山などの問題を扱う部会が，

相互の関連もなく個別的に存在しており，地球観測

のための効率のよい体制とはなっていない．観測結

果に基づいて地球システムの変動原理を解明する

「科学推進体制」とは程遠い状況にある． 

現在，人工衛星を用いた地球観測が主体になりつ

つあり，国際協調と共同研究の下に強く国際連携し

て進むように変質しつつある．したがって，このよ

うな体制の中で現実の問題に対応しようとすると，

内部調整に多くの時間を割かれ，機動的・整合的な

対応が困難になり，国際対応が遅延になりがちであ

る． 

複雑な地球システムの理解と地球変動予測は，1)

学際性，総合性，領域横断，分野間融合が不可欠な

分野の特殊性を持つために，従来の縦割り型部会体

制はなじまない．さらに，地球温暖化問題のように，

既に諸外国の二酸化炭素排出規制をめぐって政治色

を強く帯びているために，2)政治との関係において

も迅速な国際的対応を必要とする体制が必要とされ

る．これは，3)国益と直結する問題でもあり，4)省

庁を横断する部会を早急に作る必要がある．従来の

方式では，個人ベースで対応してきたために，国益

を損じることも多々あった． 

具体的には，従来の組織を再編し，地球観測を推

進する本部的な組織（以後、地球観測推進本部）を

設置することを提言する．日常的に起きる国際問題

や国際共同観測体制に対処し，国益を損なわずに任

務を遂行するだけでなく，地球全体が抱える試練の

実態の把握と環境変動予測の実現に向けて積極的に

世界をリードし，我が国が人類史における大きな貢

献を行う場としたい．地球観測推進本部の機能とし

ては，1)予算配分の優先順位付け，2)プロジェクト

の成果の評価，3)以下に述べる統合的組織，大学等

連携機関などの関連組織への提言を行う． 

 

(b)統合的組織の必要性 

5-1.で述べた現状の問題点についての認識に基づ

き，具体的な機能及びその設置形態に関しては、更

なる各方面の学術専門家、行政担当者等を交えた十

分な検討が必要であるが、一つの仮想的な考えとし

て「地球庁」の構想を以下に述べる． 

地球観測は，一方では国家意思の下，他方では学

術の裏づけを得て展開されなければならない．その

ためには，一元的な運営が不可欠と思われる．その

ために，現在研究観測を所掌している文部科学省や，

地球観測を事業的に展開している省庁，独立行政法

人，大学共同利用機関法人，大学の附置研究所・施

設などが統合された，新たな，例えば「地球庁」と

も呼ばれる、統合的機関を作ることを提案する． 

 

[内部組織]  

内部的には，行政的対応，政策対応を主とする部

局を設置することが望ましい．データ流通について

のポリシーは掌握しつつも，データ配布などの実務

機能は，民間に委託するなどの工夫を図る．また，

研究資金財団を外局的に設置し，総合的な研究資金

の配分を図る．これらの研究資金の配分方針は，5

～6年毎の評価により機動的に変化させる． 

 

[外部連携組織；地球観測大学の設置] 

 また，教育的な観点では，持続的に継続しなけれ

ばならないという地球観測の特殊性を考慮して，現

在，気象大学校，海上保安大学校など各省庁の持つ

実務者養成のための教育機関を統合した総合的な専

門的な大学の設置について検討を行う．ここの卒業

生を，地球庁傘下の各機関に採用する．一方，2020

年まで時間的猶予の少ない国際問題への対処は渋谷

に本部を置く国連大学の主要任務の一つとして，地

球システムの理解，世界人口問題などの理解を中心

とした良質な教育の普及を担当し，特にアジア・中

近東諸国を中心に，留学生の積極的な受け入れ等を

通して，開発後進国の世界54億人への啓蒙活動を行

う． 

 

[研究と教育] 

地球システムの観測を国際協調の下で継続的に遂

行する為に，地球観測の実務担当者(スペシャリス

ト)の育成，新技術開発と併せて，地球システムや地
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球変動原理の国際普及・啓蒙を推進する人材(ジェネ

ラリスト)教育が必要である．研究と一体化した国際

普及・啓蒙を目指す教育を効率良く推進する為に，

新たに，地球科学データ情報解析・教育センターの

設置を提言する．その中に，説明責任を遂行する為

の専用部署を設置して，成果の公表と啓蒙普及活動

を国内外に発信する． 

特に，地球システムのように複雑な系の研究にと

って，汎世界的データ収集とデータベース構築が極

めて重要である．その為に，日本の関係組織にもデ

ータセンターやデータ部門が設けられているが，そ

の体制はアメリカのそれに比べて格段に劣る．最近

の観測の進歩により日本からも世界の研究者が注目

する多くのデータが生み出されているが，データベ

ース化が遅れて，データが効率的に利用されていな

い．また，データ活動が，省庁現業機関，研究所，

大学それぞれで独立に行われていて，統一がとれて

いない．これらの点を改善するため地球庁に地球科

学データ情報解析・教育センターを設置し，独自の

データベースを構築するとともに，外部データ組織

のcoordinationと連携を促進して，日本の地球科学

データ組織全体の有機的運営を行う．ここでは，デ

ジタルデータだけではなく，ボーリングコアなどの

現物資料の保存分析も必要に応じて行い，また，数

種のデータを組み合わせた高次データへの加工，デ

ータ可視化への工夫，アナログデータのデジタル化，

古記録の収集プロジェクトなどさまざまなデータ活

動を推進する． 

このセンターでは，地球科学データを小中高の生

徒が興味深く見られるよう工夫し，日英両語で提供

して，国内外への普及啓蒙教育活動を行う．この啓

蒙活動を通じ，経済至上主義的に人間圏が膨張して，

脆弱な地球システムが崩壊しつつある状況を理解さ

せ，地球システムの概念の重要性を国内外に広く知

らせる．インターネットを通じるだけでなく，専任

広報・教育担当者を置いて積極的広報普及活動を行

う他，技術者や教育啓蒙専門家の養成もここで行う． 

 日本と外国のデータを組み合わせて加工し，研究

と教育啓蒙活動の両面で役立てるのは，自然資源が

乏しく人的資源の豊富な日本が取るべき最も効率的

な国際貢献であろう． 

 

(a)大学における地球科学の推進方策 

国立大学法人化により，大学における基礎科学の研

究・教育推進体制は，抜本的見直しが迫られている．

特に，地球科学は過去に，巨大なプロジェクト研究

として推進されてきた背景を持つが故に，このよう

な研究・教育環境の変化の中で，それをどう推進し

ていくか，その積極的対応が求められている．付置

研究所の役割，学問の再構成まで含め，再検討する

時期にあるのではないか． 
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10. 国際対応部会報告 
 

10-1. 地球観測に関わる国際対応のあり方の検討につ

いて 

地球観測においては，必要とされる観測データの時

間的，空間的ならびに項目の空白を埋めるとともに，

データの国際的な流通及び利用を促進することが求

められている．そのため，関係国・地域との適切な役

割分担や共同作業を含め，コストの低減を図りつつ，

国際協力による地球観測システムの構築に努めるこ

とが必要である．また，地球観測で得られた情報を相

互に活用するために，関係国の主体的な参加を得ると

ともに，関係国間，機関間およびプログラム間の協調

をさらに促進するよう努めることが重要である． 

その際，東アジア・東南アジア地域，アジア・オセア

ニア地域，及び地球規模の階層構造のそれぞれで，利

用ニーズに即した地球観測及びデータ利用において，

我が国として重点化すべき分野を国際的なリーダー

シップを発揮して担うことが重要である．このような

活動を通して，我が国および世界に貢献し，日本のプ

レゼンスを高めることが期待される．そのため，関係

省庁の連携強化・組織化，人材育成等，必要な国内体

制の整備を進める必要がある． 

本報告書は，以上の基本的考えに基づいて，国際協

力による地球観測の促進を図るため、我が国の「国際

組織・機関」および「国際プログラム」等への関与の

あり方について，地球観測における各分野での現状，

ニーズ，今後の取り組み方針の検討を行い，取りまと

めたものである． 

なお，我が国が重点的に対応する国際プログラム等

は，地球観測調査検討ワーキンググループに設けられ

た他の部会での調査検討の結果を踏まえ，当該ワーキ

ングの場で行うことが適当と考え，本報告ではその検

討の指針となるべき考え方について述べた． 

 

10-2. 報告の範囲 

本報告は，地球観測調査検討ワーキンググループの

他の部会からの具体的な情報をもとに，国際対応関連

部分を検討し，とりまとめたものである．特に，国際

対応という観点で以下の点について検討を行った結

果についてとりまとめている． 

①国際協調メカニズムへの関与 

②国際社会の信頼を確保する長期活動体制の整備 

③成果の利用促進 

④アジア地域での活動強化 

⑤国内組織間での連携 

 

10-3. 国際的な協力体制の現状とニーズ 

我が国はこれまで地球観測に関する計画を世界に

積極的に公表しつつ，国家間協力による観測プロジェ

クトの実施，二国間科学技術協力協定に基づく協力活

動，開発途上国への技術協力，国際機関との協力，研

究機関間の交流，国際プロジェクトへの参画など，多

様な国際対応を実施してきている． 

衛星による地球観測の分野では，国際的な協力の下

地球観測衛星の打ち上げ，運用，衛星データの提供・

利用をはじめとして，その発展に大きな役割を果たし

てきた．また，測地，気象，大気，海洋，生態系，水

循環等の広範囲の分野において，世界的な観測活動に

積極的に参加し，その推進に貢献してきた．さらに，

地球観測における統合的な調整機構としての統合地

球観測戦略の設立・運営においても重要な役割を果た

すとともに，特に海洋，水循環，大気化学，地球地図

等の分野では，国際プロジェクトの提案および推進に

リーダーシップを発揮して，一定の成果を上げている． 

2002年9月のヨハネスブルグ(南アフリカ）での「持

続可能な開発に関する世界首脳会議」において，我が

国は地球観測や地球地図整備の充実の重要性を強く

主張し，実施計画に統合地球観測推進のための協力と

協調の強化が盛り込まれることとなった．また，翌

2003年 6月エビアン(フランス）でのG8サミットにお

いても，国際協力のもとに全球観測を強化していくこ

とが合意され，地球観測における国際協力強化の必要

性が，再確認された．これを受けて，2003年 7月ワシ

ントン D．C．で第 1 回地球観測サミットが開催され，

地球観測に関する今後 10 年間の実施計画を検討して

いくこととなった．我が国は，地球観測に関する作業

部会(GEO）の共同議長に選出されるとともに，アーキ

テクチャー(基本構造）に係るサブ・グループの共同

議長ととして国際協力による地球観測の実施計画策

定に貢献している．さらに，2004年 4月には，第2回

地球観測サミットを東京で開催し，今後 10 年の実施

計画の策定に重要な役割を担っている． 

我が国はこのように地球観測にかかわる国際的な

活動に積極的に参画しているが，同時に地球観測に関

わる分野で，次に示すような様々な問題とニーズが指

摘されている．地球観測における国際協力強化の必要

性が高いレベルで認識されることとなった今日，我が

国としても，将来を見据えた対策を早急に講じる必要

が生じている． 

 

(1)国際協調メカニズムへの関与 

地球観測の空白域を埋める問題に代表されるよう

に，統合的な地球観測活動の効果を高めるために，

IGOS等の国際的な地球観測の枠組みの中で，関係国・

地域，機関，国際的に推進されているプログラム等と

の連携と役割分担について，一層の調整が必要とされ

る． 

 

(2)国際社会の信頼を確保する長期活動体制の整備 

地球観測における我が国の国際的活動には，機関や

観測プログラムによって組織的に行われている活動

と，限られた少数の専門家による活動がみられるが，

国際的な活動における信頼性を獲得するためには，長

期間継続した活動の確保が求められる． 
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(3)成果の利用促進 

地球観測データとその処理に関連して，日本でも優

れた成果が数多く公表されているが，その効果的・恒

常的な利用に結びついている例が少ない．日本の研究

成果を迅速に世界のユーザーが利用できるようにす

ることが求められている． 

 

(4)アジア地域での活動強化 

我が国との関係が極めて深いアジア地域は，多くが

開発途上国であり，地球観測データが国家の基盤情報

となっている場合が多い．そのため，多目的な利用が

求められており，より総合的かつ実務的利用における

協力体制の強化が求められている． 

 

(5)国内組織間での連携 

関係府省・機関で，研究，開発，業務的活動など，

様々な地球観測に関わる活動が進められているが，地

球観測活動の国際共同における継続的な実施のため

の体制・人材・資金の確保等の戦略を鮮明にし，国内

の活動の集中化を図る必要がある． 

特に，現在，国際社会においてリーダーシップを発

揮して活躍しているわが国の研究者がいるが，専門的

知識と国際性を兼ね備えた人材の育成に関して，国家

的な対応が不足しており，継続的な人材の確保の強化

が求められている． 

 

10-4．今後の国際対応の基本方針 

 

地球観測における国際協力・協調は必要不可欠であ

り，我が国は，長期的戦略の下，各国・地域との適切

な役割分担と共同活動において，積極的に参画する．

その際，我が国の独自性・特性を活かした選択と集中

による資源配分・リーダーシップの発揮により，国際

対応を実施していくことが重要である． 

地球観測に係る地球規模の取り組みについては，統

合地球観測システム(IGOS)をはじめとする観測体制

等の国際的な調整・整備，多国間協力・連携の推進，

国際プロジェクトの形成，国連等の国際機関の活動等

において中心的な役割を担う等，我が国として，より

積極的な貢献に務めるべきである． 

一方，地域的な取り組み・活動分野については，特

にアジア・オセアニア地域との協力・連携を重点的に

実施する．開発途上国を対象とした地球観測基盤の整

備・人材育成等の能力開発を中心に，地域のニーズや

各国の主体的な参加に配慮しつつ，本地域の地球観測

能力の向上に貢献することが必要である．また，我が

国として着実かつ組織的に上記の対応を可能とする

ため，関係省庁の連携強化・組織化，人材育成，長期

的戦略を踏まえた資源配分と確保等，必要な国内体制

の整備を強化する必要がある．さらに，我が国のこれ

らの取り組みが国際的に認知されるものとなるよう

に，支援することが必要である． 

 

 

10-5. 国際対応における今後の取り組みの考え方 

地球観測には長期的な展望にもとづいた継続的取

り組みが求められる．そのため，国策として将来にわ

たって重点的に対応すべき課題を捉え，利用者ニーズ

を踏まえて，研究者並びに政策決定者の関与のもとに，

効果的な長期戦略を取り決め，具体化させることが重

要である． 

 

(1)国際協調メカニズムへの関与 

地域レベルから地球規模まで階層横断的な観測が

重要な地球温暖化にかかわる諸現象，水循環，広域災

害等の地球環境分野においては，効果的かつ効率的観

測システムの体系化が必要である．地球観測において，

国際協調メカニズムへの参与が望まれる分野と活動

を特定し，必要に応じて積極的に参与していくことが，

国際的に求められている．世界における協調メカニズ

ムへの積極的関与・貢献のもとに，日本がリードすべ

き分野を明確にし，貢献することが必要である． 

特に，地球観測の強化が国連の活動等で国際的に認

知され，我が国として国際公約している「パートナー

シップ活動」などにおける課題は，プロジェクト期間

中に日本が先導して，十分な成果をあげられるように

重点的に支援を強化することがまず肝要である． 

また，関係国・地域，国際機関，国際プロジェクト

等との一層の連携強化を行うために，地球観測にかか

わるプロジェクトリーダーや地球観測データの利用

者である政策決定者らの IGOS 関連会合等における国

際協調に関する会議への積極的な参加を進めること

が必要である． 

 

(2)国際的信頼性を確保する長期的活動の信頼性確保 

国際的な活動を推進するためには，長期の継続性を

確保する組織的な対応を行うことで信頼性を向上さ

せることが必要である．これまでの国際的な活動を確

認し，組織的な対応を強化して，活動の長期継続性を

保証する方向で検討を加え，国際的な信頼性の向上に

組織として対策を講じることが必要である．特に，少

数の専門家による活動ではその継続性を確保するこ

とが困難であるため，国際的に十分な貢献を果たすべ

き活動においては，国，あるいは関係機関が支援する

体制が必要である． 

 

(3)成果の利用促進 

我が国が主導で取得した地球観測データ，またそこ

から得られる情報の提供体制の提供体制を確立する

ことは，国際対応における日本の役割にとって極めて

大きな意義を持つことである．地球観測データの利用

を促進し，日本の研究開発成果を迅速に世界に提供す

るシステムの確立を進める．これによって，日本の研

究成果の利用を促し，具体的な貢献を促進する． 

 国際協力を進めると，関連した業務の著しい増大が

見られるため，国際活動の支援を行う体制の確保が不

可欠であるが，現在の組織では十分な対応ができてい

ない．国際対応を強化する必要がある分野を統括する
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機関では，任期付き任用も含め，専門的な知識と技術

を有する人材による支援体制の整備強化が必要であ

る． 

 

(4)アジア地域での活動強化 

我が国と緊密な関係にあるアジア地域の国・地域の

問題においては，国内関係機関間の連携のもとに，相

手国との協調を十分に図り，当該地域並びに世界規模

において効果的な分野での協力を重点的に強化する． 

途上国の主体的な参加が得られるように明確な目

標を設定し，基盤整備や人材育成等の能力開発に協力

する．特に，途上国の将来を見据え，長期にわたり高

度な人材育成の支援が行えるよう、我が国側の体制の

整備も望まれる． 

実務者においては，分野別研修が行える研修センタ

ーの設置が望まれ，ODA との連携も視野に入れた取り

組みを指向するべきである．また，研究者の育成にお

いては，主要な日本の関連研究機関で学位授与を含む

研修制度の充実・強化が望まれる． 

 

(5)国内組織間での連携 

国内の各組織ではアジア地域から地球規模に至る

地理的な各階層に応じて対象分野の重点化を図り，予

算，人材等の資源配分を集中化することで，独自性を

確保しつつ，組織間での連携を強化して，日本として

の取り組みの強化につなげる．地球観測機関，研究機

関のみならず，国際協力機構等との一層の連携強化の

下に，我が国としての能力開発の強化を推進する．当

面は国際機関への派遣等も含め，資質の向上に努め，

長期的展望に立った政策を展開する必要がある． 

また，国際的な活動に対して責任あるセンター(窓

口)を明確にし，国際的な関係強化に資することが期

待されている．その際，分野によって必要とする空間

スケール，時間スケール，観測項目など，基本的な要

項が異なるため，大きな組織化は国際対応において効

率を低下させる場合もある．国際的な活動においては，

迅速な意志決定が必要であり，分野ごとの小回りのき

くセンター化が望まれる．また，我が国の地球観測活

動の周知を図るために，府省横断的な日本の地球観測

情報誌を発行することが望まれる． 

 

10-6. おわりに 

人類にとって，地球環境との共生の維持は最重要課

題であり，地球観測は人間活動の様相を捕らえる，世

界で共有されるべき情報を提供している．本報告に盛

り込まれた事項は限られた事項ではあるが，関係機関

の間で役割分担と行程を明らかにしつつ，所要の取り

組みを計画的に行うことで，地球観測における日本の

国際対応が促進されることが期待される． 
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11. データシステム部会報告 
 
11-1．背景 

地球の自然系サブシステムと人間系サブシステム

それぞれの、および相互作用の複雑性やその変動の

多様性を考慮すると，地球観測データは極めて多様

である．また，衛星観測の活用機会が今後ますます

増大し，数値モデルの高性能化に伴いその出力が急

激に増加することを考慮すると，地球観測で取り扱

うデータは必然的に大容量となると予想される．多

様で多量のデータを統合化して，地球システムの理

解を深め，変動の予測能力を高め，政策決定に資す

る品質管理された有用な情報へと変換し，その利用

を効率的・効果的に促進することが急務である．  

 

11-2. ニーズと現状 

地上観測，高層観測，航空機・船舶による観測等

の地上ベースの観測や衛星観測から得られるデータ

を利用して，地球システムの理解を深め，その変動

に対する予測能力と対応能力を高めて社会経済的な

利益につながる政策や意思決定を支援していくこと

が国際的に求められている．そのためには，膨大で

多様な地球観測データを，収集・アーカイブし，デ

ータの品質を管理し，統合的に利用して，有用な科

学的知見を抽出し，予測精度を高め，管理や政策決

定に有用な情報へと翻訳し，その情報を国際的に共

有できるシステムを構築しなければならない．しか

し，現状では以下の問題点がある． 

 

11-2-1. 観測データの公開性，流通性，統一的利用

性が十分ではない 

(1)現業的な観測データについて，例えば気象や海洋

等の分野では，観測の標準化，データ収集，品質管

理，統一フォーマット化，アーカイブ，公開方法な

どが国際的枠組みの下に合意され，実行されている

が，水資源に関する分野など特に各国間の利害に深

く関連する分野ではデータの共有化（公開性．流通

化）は遅れている．また，これまで国際的な枠組み

の下で進められてきた高層観測等の直接観測が質・

量ともに近年低下している国や地域もある． 

 

(2)研究的な観測データについては，先端的な観測機

材の投入や一部地域，期間の強化観測によって多く

の発見的成果を得ているもがあり，また生態調査や

人間活動が環境に与える影響に関するデータ収集も

進められているものの，計測方法やデータフォーマ

ットが多様で，データの品質，加工度のレベル，精

度にも格差があり，統合的利用のボトルネックにな

っている．また，有用なデータが得られても，その

公開性，長期継続性については大きな問題がある． 

 

(3)現業的な観測データの場合はオンラインでのリ

アルタイム利用が可能な場合があるが，研究的な観

測データはオフラインの遅れモード利用がほとんど

であり，予測や危機管理に適さない場合が多い． 

 

11-2-2. 観測データの統合的利用が図られていない 

(1)地上観測は時間的連続性を有しているが点観測

の場合が多く，また航空機，船舶は線的，衛星は面

的な観測ではあるが，いずれもスナップショット的

な観測の場合が多い．この時空間的特徴の違いが，

観測データ相互の統合的利用を困難にしている．と

りわけ衛星観測データの場合は，そのデータ量が膨

大であり，時空間分解能や投影図法等が多様で，観

測時の付随情報の活用が複雑であることが，他の観

測データや数値モデル出力との統合的利用の阻害要

因となっている． 

(2)一般に時間的，空間的に連続なデータを観測のみ

から得ることはできず，地球システムの変動性の理

解や予測には不十分な場合があり，離散的データを

統合するモデルが必要となる． 

(3)地球観測データ量は膨大であり，かつそれは急激

に増加しており，2010年頃には数～数十ペタ（10の

15乗）バイトに達するといわれている．コンピュー

タの計算機性能についても同程度の割合の向上が見

込まれるものの，膨大なデータの取り扱いと解析の

ための人的資源の投入とソフトウェア開発の早急な

対応が講じられないと，観測データの有効利用が図

られないばかりか，データの収集，アーカイブすら

できない可能性が懸念される． 

 

11-2-3. 危機管理や資源管理等の政策や意思決定の

ための情報が共有されていない 

(1)危機管理や資源管理などの政策や意思決定にお

いて，地球観測データや数値モデル出力等の自然科

学的な情報が活用されるニーズは非常に高いが，現

在これら場面で有効に利用されていない．実際の危

機管理や資源管理では，広域の現状の把握のみなら

ず，地域的な特性に依存したローカルな将来動向に

関する情報があわせて必要な場合が多く，実際の管

理ニーズにあわせた有用な情報への翻訳が必要とな

る．現在この翻訳システムの開発が致命的に遅れて

いる． 

(2)気象や海洋情報等，国際的な情報共有が進められ

ている場合もあるが，一般にはこれらの情報を国際

的に共有するための情報ネットワークとこれを運営

する枠組みが未整備である． 

 

11-3．今後10年で取り組む方向性と目標 

非均質情報源からの超大容量で多様な地球観測デ

ータから，有用な科学的知見を抽出し，危機管理や

資源管理等の政策や意思決定のための情報を得て，

これを国際的に共有するために，次の考え方が必要

である． 
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11-3-1. 地球観測データの公開性，流通性，統一的

利用性の向上を目指す 

(1)統合的利用のインセンティブを促すサービス 

国際的合意の下に，データの収集ネットワークの

構築，品質管理，データフォーマットの統一化を進

める．しかし，その調整にいたずらに時間と労力を

割くのではなく，先ずはメタデータの共通化を目指

し，その上でデータ提供側のインセンティブを促す

ようなサービス(例えば，ライフサイクル管理された

類似するデータの参照支援，品質管理支援やデータ

フォーマット変換支援を行うシステム等)を提供す

ることによって，データ提供側とユーザ側がともに

データの統合的利用のメリットを共体験することが

肝要である．その上で，さらに理想的なデータ収集・

品質管理・アーカイブに関する国際協力体制の構築

へと進むことが望ましい． 

 

(2)段階ごとのデータポリシーに関する合意 

データポリシーに関しては理想的な像を描きつつ

も，それぞれの地球観測分野の状況に合わせて，実

行可能で詳しく記述した方策を合意し，国際的にデ

ータ交換・統合利用の実績を共有することを積み上

げながら，より理想的な段階へステップアップする

戦略を取るべきである． 

 

(3)国際協力の推進 

地球観測データは，複数の国，地域が協力して，

全地球的でより総合的なシステムを階層的に構築し

ていくことが望ましい．地球観測におけるわが国の

観測，研究，調整能力や国際的なリーダシップ，地

域特性における強みに鑑みて，独自性を発揮しつつ

も，地球観測データの公開，流通，統一的利用の促

進の国際的責任を担える分野，階層において，デー

タセンターとしての機能を有する組織を設立し，国

際的貢献を果たすべきである． 

 

11-3-2. 現象の包括的理解を促進するシステムを開

発する 

地球システムは様々な事象が相互に関連しており，

その包括的理解には個々のサブシステムを理解する

だけでなく，全体システムを理解し，それに基づい

て予測の高度化を進めなければならない． 

例えば熱帯域の森林火災は地域の乾燥化が引き金

であるが，乾燥化をもたらしているのはエルニーニ

ョなどの地球振動現象であり，また森林火災によっ

て放出されるエアロゾルは日傘効果によって日射量

を減少させて人々の健康や農作物生産に影響を与え，

また間接的な効果により雲量を増大させるが降水量

は減少させるといった特異な現象を引き起こす． 

これらの包括的な理解には，大気，陸域，海洋の

物理系，生物系，化学系のプロセスと人間圏の応答

に関する観測データ，社会経済データを統融合し，

データ同化やデータマイニングなどの新たな手法の

導入によって複雑系を解析する能力を球けることが

不可欠であり，得られる包括的理解によってより精

度の高い予測が可能となる． 

 

(1)地球観測データ統合化システムの開発 

観測者(データ提供者)自身が容易に品質管理でき

て，統一フォーマットに自動変換できる支援システ

ムを開発して，そのサービスを広く提供し，多種多

様な地上ベースの観測データのオープンなデータベ

ース化を推進する．これにより，データ提供者およ

びデータ利用者のデータ統合利用を支援する． 

衛星データに関しては，地球観測衛星委員会

(CEOS)との協力の下に，データカタログ機能の高度

化，ネットワークによるデータ転送，フォーマット

変換，幾何補正，多種データの重ね合わせ，複合ア

ルゴリズムの適用，データベース化などの高度なデ

ータ処理解析技術（ソフトウェア）を開発する試み

がある．こうした研究開発的な作業をひろげ，数値

モデルの出力を地上ベースの観測データや衛星観測

データによって検証するシステムを開発することに

より，研究機関によるモデル改良やモデル予測精度

の向上を目指す．また，これにより，地上ベースの

観測データの品質が確認される上，(品質管理され

た)数値モデルの出力自体の流通促進を図ることが

可能となる． 

 

(2)データ同化システムの開発 

地上ベースの観測データ，衛星観測データと，衛

星観測原理である放射伝達モデル，地球システムを

記述する数値モデルとを組み合わせることによって，

観測データの空間的，時間的な代表性の限界を補う

ことのできるデータ同化手法を開発し，時空間的，

物理的に整合性のある地球統合化データセットを作

成するとともに，精度の良い予測や力学解析を行う

上で重要な四次元再解析データセットを構築する.

さらに生物・生態系プロセスや農業的な土地利用と

いった人間活動プロセスも取り込んだより統合的な

同化手法へと展開を図る． 

 

(3)データマイニング手法の開発 

ぺタ(10 の 15 乗)バイト級におよぶ地球システム

情報は従来の手法では解析しえない．そこでデータ

マイニングシステムを開発し，例えば研究者の様々

な解析パターンをコンピュータで具現化する等，地

球統合化データセットの高度な解析支援システムを

開発する． 

 

11-3-3．社会経済利益に貢献できる情報を提供する 

社会経済的な利益分野（災害，健康，エネルギー，

気候，水資源，気象予測，農業，生態系，生物多様

性など）の政策や意思決定において，地球観測デー

タや数値モデル出力等の自然科学的な情報に対する

ニーズは非常に高いが，有効に利用されていないの

が現状である．実際には，広域の現状の把握のみな

らず，地域的な特性に依存したローカルな将来動向
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に関する情報との融合と，実際の管理ニーズにあわ

せた有用な情報への翻訳が必要となる．現在この翻

訳システムの開発が致命的に遅れている．また得ら

れる有用な情報を国際社会で広く共有することも必

要となる． 

 

(1)自然科学的データと人文・社会的データの統合 

地球環境問題に対して自然科学的視点と人文・社

会科学的視点を統合してアプローチするためには，

性質の異なるデータを重ね合わせることを可能とす

る基盤を構築する必要がある．そのためには，ベー

スとなる世界共通の基礎的地理情報を共有すること

がまず必要である． 

我が国が中心となって国際協力の下に地球地図プ

ロジェクトが推進されている．現在，18カ国の交通

網，境界，水系，人口集中地区，標高，植生，土地

利用，土地被覆の 8 項目のデジタル地理情報が公開

されているが，この整備体制を強化し，データの信

頼性や解像度の向上，収集項目などの一層の高度化

を進める必要がある． 

さらに，基礎的な地理情報を利用して多様な自然

科学的データや人文・社会データを国際的に流通・

共有化するためのデータ標準化やメカニズムの整備

を進めるとともに，これらの活動を積極的に評価，

支援する環境を整備する． 

 

(2)高度予測情報の提供 

近年の数値計算技術の発達と計算機能力の増大に

より，詳細な過程を含む高分解能モデルや，変分法

を用いた高度な同化手法などが開発されてきており，

数値予報にも応用されつつある．また過去の地球シ

ステムの状態を再現しその変動トレンドをより正確

に把握するための長期再解析も実施されるようにな

っている．また，衛星観測手法，数値モデル，同化

スキーム等を組み合わせた，地球規模から地域規模

の変動を組みこんだローカルな現象の予測システム

の開発も着手されている． 

国内各機関との協力により，このような高度な数

値予測モデルと地球観測データ統合化システムとを

組み合わせた，高度な予測情報提供システムを開発

し，政策決定機関による各地域における政策や意思

決定を支援する． 

 

(3) 情報の国際的な共有システムの構築 

自然科学のみならず人文・社会データも含んだ情

報の流通や多様な利用のためには，データの標準化

などに加えて，各国，各地域の要求に応じた自然科

学的，人文・社会科学的コンテンツやそれらのメタ

データを，センサーネットなどのネットワーク技術

によるローカルで，高密度，冗長・頑健なシステム

によるデータ収集を実現し，ネットワークを通して

情報の共有を可能とするデータセンターが必要であ

る．またUNESCOやFAOなど国際的な枠組みに提案し，

その普及を図る． 

11-3-4. 革新的情報科学技術の導入，開発に積極的

に取り組む 

地球環境科学と情報科学技術との相互協力によっ

て，地球観測データ，社会経済データ，数値予測モ

デルの出力を統融合し，新たな情報価値を創出して

国際的に共有する． 

 

(1)観測システム，計算機能力とバランスしたデータ

システムの開発 

 これまでの情報科学技術分野の一つの流れは計算

機能力（プロセッサ能力）の改善であり，現在のテ

ラ（10 の 12 乗）フロップスから GEOSS 時代にはペ

タフロップスの時代へ入ると考えられている．地球

環境科学分野でもこれまで計算機能力の改善による

数値予測モデルの性能改善にのみに目を向けられて

きたが，GEOSS 時代には衛星観測データならびに数

値予測モデルの出力の量が飛躍的に増大し，現在の

テラ（10 の 12 乗）バイトからペタバイトあるいは

エクサ（10 の 18 乗）バイト時代を迎えようとして

いる． 

したがってデータシステムおける情報科学技術分

野の革新的な貢献がない限り，包括的な観測データ

やモデル出力を有効に社会経済的な利益分野（災害，

健康，エネルギー，気候，水資源，気象予測，農業，

生態系，生物多様性など）に役立てることは不可能

である．それどころか，現在ですら観測データおよ

び数値予測モデルの出力がこれら社会経済的利益分

野に十分に利用されていないという事実は，観測シ

ステムや計算能力と比較してデータシステムの開発，

整備がいかに遅れていたかを示しているといっても

過言ではない． 

 

(2)データの政策的ライフサイクル管理システムの

開発 

データマイニングや情報融合などによって多量で

多様なデータから新たな情報価値を創出するために

は，超大規模データベースシステムや情報ライフサ

イクル管理などの情報科学技術における研究開発が

不可欠で，これらの技術によって衛星観測データや

数値予測モデルの出力といった超大量のデータの収

集，編纂，検索機能を飛躍的に向上させる必要があ

る． 

同時に地上観測や社会経済的データ等の不均質な

情報源からの多様なデータを収集し，品質を管理す

るための情報科学技術の開発が必要である．また，

特に研究的な観測データや社会経済的データについ

ては，情報提供を待っているだけでなく，広く世界

をモニターし必要な情報を探索する能力の開発も重

要な要素である． 

 

(3)データおよび情報を 100 年管理する情報科学技

術の開発 

 地球環境科学と情報科学技術の相互協力を考える

ときに重要視しなければならないのは，地球環境科
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学では特に情報の蓄積（積分）が重要でそのスケー

ルが 100 年に及ぶのに対して，情報科学技術では開

発の速度（微分）を重要視してきたということであ

る． 

ハワイで 1950 年代に始まった二酸化炭素観測が

今日の地球温暖化問題を認識させ，人類へ警鐘を鳴

らし，国際的取り組みへの引き金となったことを考

えれば，継続した観測とそのデータの蓄積が必要で

あることは明らかであろう．現在，気象の中期予測

で世界でもっとも高精度を誇るのは欧州中期予報セ

ンターと評されているが，その秘訣はセンター創設

以来過去 20 数年にわたって予測に用いたデータと

予測結果をすべて収録，編纂して，適切に管理する

ことにより，それらを随時最新の予測モデルに反映

しているからといわれている．わが国で現在進めて

いる気象の長期再解析も，この欧州中期予報センタ

ーの資産に負うところが極めて大きい． 

地球環境科学におけるデータおよび情報の蓄積の

重要性に比較して，これまで情報科学技術分野は

2000年問題に代表されるように，長期的視野という

よりは開発の速度（微分）を重要視してきた．地球

観測のデータシステムの開発には，100 年のスケー

ルを見据えた情報科学技術分野の革新的展開が望ま

れる． 

 

11-4. 今後 10年間程度の取り組みの重点事項 
11-4-1. 非均質情報源からの超大容量で多様な地球

観測データの統合的管理 

(1) 先進的ストレージ技術による超大規模データの
政策的ライフサイクル管理 

(2) メタデータの標準化と利用環境の開発 
(3) データ提供側，特に人文社会科学分野のデータ
公開，共有化を促すようなサービスの提供やサ

ポート体制の整備 

(4) 実行可能で詳しく記述されたデータポリシーの
策定 

 

11-4-2. 超大容量で多様なデータ，モデルの出力の

情報融合による価値創生 

(1) データ同化システムの開発 
(2) データマイニング手法の開発 
(3) 多様なデータの重層的可視化を可能とする先進
的データベース技術の利用 

(4) データ辞書の整備・交換（オントロジーの整備・
公開） 

 

11-4-3. 社会的利益に資する情報の提供と国際的な

共有 

(1) 地理情報，データ標準化による自然科学的デー
タと人文社会的データの統合 

(2) 高度数値予測モデルと地球観測データ統合化シ
ステムとの組み合わせによる高度予測情報の提

供 

(3) Web サービスによる情報の国際的な共有システ

ムの構築 

(4) センサーネットなどによるローカルで，高密度，
冗長・頑健なシステムによる地上データ収集と

有用な情報への変換と情報の共有 

 

11-4-4. 地球観測のデータセンター機能の提供 

地球観測におけるわが国の観測，研究，調整能力

や国際的なリーダシップ，地域特性における強みに

鑑みて，独自性を発揮しつつも，地球観測データの

公開，流通，統一的利用の促進の国際的責任を担え

る分野，階層において，以下の二つのデータセンタ

ー機能を確立し，国際的な連携及び府省連携のもと，

効果的，効率的に研究，開発，サービス提供を行う．  

 

(1)集中型データ統融合センター 

データ提供機関の独自性を確保しつつ，非均質情

報源からの超大容量で多様な地球観測データの統融

合を効果的に行い，新たな情報価値の創生とその国

際的共有を目的として，4-1～4-3の成果を兼ね備え

た集中的なデータ統融合センターを設立し，データ

GRID，WEB サービス等を介した国際的な機関協力を

目指す． 

 

(2)分散型データ統合センター 

非均質情報源からの多様なデータを，ユーザがネ

ットワークを用いて手軽に，しかも統合的に利用で

きる分散型データ統合センターとしての機能を開発

し，サービスを提供する． 

 

11-5. 留意事項 

11-5-1. 分野横断的協力が必要 

多量で多様なデータを多機関から収集し，アーカ

イブするには，最新の情報科学技術分野におけるデ

ータベースおよびネットワーク技術を導入し続ける

ことが不可欠で，人文・社会系も含めた地球観測の

各分野と IT 分野の有機的で建設的な研究・技術開

発・定常運用体制を確立しなければならない． 

 

11-5-2. 人的資源の重点的な投入が必要 

地球観測分野における情報科学技術基盤の整備に

は，計算やアーカイブ資源の整備が不可欠ではある

が，データ収集と品質管理，データ統合化，データ

から地域支援情報への翻訳のための研究・技術開

発・定常運用のために相応の人的資源が必要となる

ことから，人的資源の重点的な投入が最も重要であ

ることに留意しなければならない． 

 

11-5-3. 現業機関と研究グループの連携が必要 

データが現業機関と研究観測から提供され，また

データシステムが IT 分野の先端的な研究開発事項

であるとともに現業的な長期運用が必要なことを考

慮して，研究グループ，技術開発グループ，現業機

関による連携体制を築くことが，持続的発展が可能

な地球観測システムの基本的戦略である． 
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11-6. 課題分析表 

（「重点化の必要性」の◎印は重要度の高いもの） 

ニーズ 

（重要度） 
現状 ギャップ（問題・課題） 具体的な取り組み

重点化

の必要

性 

重点化の視点（留意事項）

○非均質情報

源からの超大

容量で多様な

地球観測ﾃﾞｰﾀ

の統合的管理 

○気象，海洋の現業観測

ﾃﾞｰﾀはそれぞれ国際的

枠組みの下でﾃﾞｰﾀの共

有化が進展 

○先端的な観測機材の

投入や一部地域，期間の

強化観測によって多く

の発見的成果 

○基本的には各機関で

の独自のﾃﾞｰﾀ管理が行

われ，管理体系が不明瞭

な場合が多い 

○生態調査や人間活動

が環境に与える影響に

関するﾃﾞｰﾀ収集が進展 

○現業的な観測ﾃﾞｰﾀの

場合はｵﾝﾗｲﾝでのﾘｱﾙﾀｲﾑ

利用が可能な場合があ

る 

○現業ﾃﾞｰﾀの共有化において

分野による格差が大 

○国や地域により現業観測ﾃﾞ

ｰﾀの観測量，質が低下 

○基本的には各機関で独自の

ﾃﾞｰﾀ管理が行われているが，

統合管理の体系は不在な状況

であるので，統合的利用が進

まない 

○研究観測ﾃﾞｰﾀは計測方法・

ﾌｫｰﾏｯﾄの多様性，品質格差，

長期継続性が，統合的利用の

ﾎﾞﾄﾙﾈｯｸ 

○研究観測ﾃﾞｰﾀの散逸の危険

が高い 

○研究観測ﾃﾞｰﾀは遅れﾓｰﾄﾞ/ｵ

ﾌﾗｲﾝﾃﾞｰﾀのため緊急時の利用

が不十分 

○生態学，地理学，人文社会

科学分野にｼﾌﾄするにつれﾃﾞｰ

ﾀ流通が滞り，分野横断的・体

系的取り組みの障壁となって

いる 

○個々の機関におけ

る独自の専門的ｻｰﾋﾞｽ

の継続と，超大容量で

多様な地球観測ﾃﾞｰﾀ

の統合ｱｰｶｲﾌﾞによる

新たな価値創生を実

現するｾﾝﾀｰ機能の確

立 

○先進的ｽﾄﾚｰｼﾞ技術

によるﾎﾟﾘｼｰﾍﾞｰｽの超

大規模ﾃﾞｰﾀのﾗｲﾌｻｲｸﾙ

管理 

○ﾒﾀﾃﾞｰﾀの標準化と

利用環境の開発 

○ﾃﾞｰﾀ提供側，特に人

文社会科学分野のﾃﾞｰ

ﾀ公開，共有化を促す

ようなｻｰﾋﾞｽの提供や

ｻﾎﾟｰﾄ体制の整備 

○実行可能で詳しく

記述されたﾃﾞｰﾀﾎﾟﾘｼｰ

の策定 

◎ 

○国際的合意の下に，ﾃﾞｰﾀ

の収集ﾈｯﾄﾜｰｸの構築，品質

管理，ﾃﾞｰﾀﾌｫｰﾏｯﾄの統一化

○全地球的でより総合的

なｼｽﾃﾑを国際協力で段階

的に構築 

○ﾃﾞｰﾀ提供側とﾕｰｻﾞｰ側が

ともにﾃﾞｰﾀ統合化のﾒﾘｯﾄ

を共体験 

○国際的な実績を共有す

ることにより，より理想的

な段階へｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ 

○わが国の国際的ﾘｰﾀﾞｰｼｯ

ﾌﾟ，地域特性における強

み，独自性を重視  

○分野による取得ﾃﾞｰﾀに

関する権利意識や価値判

断など「文化」の差を考慮

した柔軟な取り組みを進

める 

○超大容量で

多様な地球観

測ﾃﾞｰﾀの情報

融合による価

値創生 

○地上観測からは，時間

的連続性はあるが点観

測のﾃﾞｰﾀが，一方，航空

機・船舶・衛星からは，

線的・面的ではあるがｽﾅ

ｯﾌﾟｼｮｯﾄ的な観測 ﾃﾞｰﾀ

が取得される 

○地球観測ﾃﾞｰﾀ量は膨

大で，急激に増加（2010

年頃には数～数十ﾍﾟﾀ

（10の 15乗）ﾊﾞｲﾄ） 

○機動的な情報融合に耐えう

るｼｽﾃﾑの不在 

○時間的，空間的特徴の違い

により，観測ﾃﾞｰﾀの統合的利

用が困難 

○観測のみから時間的，空間

的に連続な情報を得ることは

不可 

○衛星観測ﾃﾞｰﾀは，ﾃﾞｰﾀ量膨

大，時空間分解能・投影図法

等が多様，観測時の付随情報

が複雑という特徴により統合

的利用が困難 

○生態学，地理学，人文社会

科学分野にｼﾌﾄするにつれ，不

定形・記述的なﾃﾞｰﾀが増加 

○超大容量で多様な

地球観測ﾃﾞｰﾀの情報

融合による価値創生

を実現するｾﾝﾀｰ機能

の確立 

○ﾃﾞｰﾀ同化ｼｽﾃﾑの開

発 

○ﾃﾞｰﾀﾏｲﾆﾝｸﾞ手法の

開発 

○多様なﾃﾞｰﾀの重層

的可視化を可能とす

る先進的ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ技

術の利用 

○ﾃﾞｰﾀ辞書の整備・交

換（ｵﾝﾄﾛｼﾞｰの整備・

公開） 

◎ 

○ﾃﾞｰﾀ提供側とﾕｰｻﾞｰ側が

ともにﾃﾞｰﾀ統合化のメリ

ットを共体験 

○国際協力による相互利

用性（interoperability）

の向上 

○観測，ﾃﾞｰﾀｼｽﾃﾑ，ﾓﾃﾞﾙ，

社会的利益分野ﾕｰｻﾞｰとの

相互協力体制の確立 

○わが国の国際的ﾘｰﾀﾞｰｼｯ

ﾌﾟ，地域特性における強

み，独自性を重視 

 


